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要　　旨要　　旨要　　旨要　　旨
  金融のグローバル化の急速な進展とともに、金融サービスの提供にかかる国際的な競争
が激化している。電子マネーの実用化も、そうした国際的な競争のなかで行われると予想
される。電子マネーを実用化しようとする者は、競争上の優位を確保するため、各国で電
子マネー関連技術の特許を取得しようとするが、付与されている各国の特許がどのような
効力を有するかについては十分な検討がなされていない。
  本稿は、電子マネーの主要なマーケットとなることが予想される日本、アメリカ合衆国、
ヨーロッパにおける特許侵害訴訟の国際裁判管轄の決定、準拠法の決定および特許の効力
についての判例等を整理し、これを踏まえて、インターネット上で流通する電子マネー関
連技術に関わる特許侵害訴訟を検討したものである。
  特許侵害訴訟についての国際裁判管轄と準拠法の決定に当たって、これまで、アメリカ
合衆国やヨーロッパの判例では特許侵害品の流通が１つのメルクマールとなっているが、
インターネット上を流通する電子マネーの関連技術の特許侵害訴訟において、このような
判例の延長で捉えることができるのか、あるいは、新しいメルクマールを求めるのかとい
う問題はアメリカ合衆国やヨーロッパでも残された問題となっている。
  特許の効力に関しては、国境を前提とする特許法を国境を問題としないインターネット
上の電子マネーに当てはめることに大きな問題が生じる。アメリカ合衆国やヨーロッパで
は、国境を越えたネットワーク上の特許の実施や自国への特許侵害品の輸出に対しても特
許の効力を認めた判例があるが、インターネット上を流通する電子マネーの関連技術の特
許についてもこの延長で捉えることができるのかが問題となっている。
　いずれの問題も日本での検討は進んでいないが、電子マネーは世界各国を流通するもの
であり、主要なマーケットであるアメリカ合衆国やヨーロッパにおける状況についても、
更なる検討が必要である。

キーワード：電子マネー、国際裁判管轄権、準拠法、特許法の地理的効力、インターネット
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　1．電子マネーと国境を前提とする特許法

　+4,電子マネーの性格と金融機関等の国際的競争

金融に関する各種の規制緩和や情報技術革新を背景に、金融のグローバル化が急速に進展

するとともに、金融サービスの提供にかかる国際的な競争が激化している。暗号などの先端

的な情報技術を背景とする電子マネーについても国際的な競争が行われることが予想され

る。電子マネーについての金融機関等の競争は、電子マネー関連技術の競争をもたらすこと

になる。電子マネー関連技術の競争は特許法を抜きに考えることはできない。電子マネーの

実用化にあたって、電子マネー関連技術に特許を有する者は競争上の優位を確保することが

できるから、電子マネーを実用化しようとする金融機関等あるいはそれに電子マネー関連技

術を供給しようとする者は、競って特許を取得しようとするからである。現に、電子マネー

の実用化を見据えて、各国で、電子マネー関連技術について、多くの特許が出願され、特許

も付与されている。このような状況では、電子マネーを実用化しようとする金融機関等は、

電子マネー関連技術に付与されている各国の特許の効力がどのように及んでくるか、という

ことについて配慮せざるをえない。電子マネーを実用化しようとする金融機関等や金融機関

等に関連技術を提供しようとする企業は、現に付与されている各国の特許あるいはこれから

付与される各国の特許について、どの国の裁判所がどの国の特許法を適用するか、というこ

とを検討することなしに、どのように特許を取得すべきか、第三者の有する特許にどのよう

に注意を払うべきか、という特許に関する方針を決定することができないからである4。

そして、電子マネーはインターネット上で流通するという特徴を持っている5。インターネ

ットは国境を、ほとんど、問題としないが、電子マネー関連技術を保護している特許法も国

境を前提に作られている。そこで、インターネット上を流通する電子マネーに関連する技術

の特許には、国境を越えた特許の実施という特許法の新たな問題が生まれている。電子マネ

###############################################
4#電子マネーを実用化しようとする者は、自ら電子マネー関連技術を開発するか、電子マネー関連技

術を開発した者からライセンスを受けることになるであろう。その場合に、どのような経営方針を立

てるべきかが問題となる。技術を開発した場合にどの国で特許を取得するか、他の技術開発者が特許

を有している場合に、どのようなライセンスを受けるべきか、という問題である。どのような方針を

立てるかは、特許がどのような法的保護を受けるかということを抜きにしては決定することができな

い。
5#現代社会でも、既に、通貨は国境を越えて流通しているが、銀行券などは、その物理的な面から国

境を越えることに制約がある。また、国境を越える電子決済スキームである()7による決済では、複

数の決済システム間の競争ということが起きていない。
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ーを実用化しようとする場合には、各国の特許がインターネット上の実施行為に対してどの

ような効力を持つかということも検討しておかなければならない。

+5,　電子マネーのもたらす法律問題

　インターネット上での電子マネーを巡る、金融機関等の国境を越えた競争と国境を越えた

技術の利用は、①どのような場合に、どこの国の裁判所が事件を取り扱うか、②その裁判所

はどこの国の特許法を適用するか、③適用された特許法は国境を越えた特許の実施をどのよ

うに取り扱うか、という問題を提起する。①の問題が国際裁判管轄の問題で、国際民事訴訟

法の問題であり、②の問題が準拠法の問題で、国際私法の問題である6# 7。③の問題が特許法

の問題である。

　国際民事訴訟法、国際私法は、各国の国内法である。したがって、各国の裁判所は、その

国の国際民事訴訟法にしたがって、国際裁判管轄を認めるか否かを決定することになる。そ

して、国際裁判管轄を認める場合には、その裁判所の所在地の国際私法によって、どこの国

の特許法を適用するか、を決定することになる8。したがって、日本で流通している電子マ

ネー関連技術についても、複数の国の裁判所で特許侵害訴訟の管轄が肯定される可能性があ

り、実際、複数の国で特許侵害訴訟が係属することがある。その場合には、訴訟が係属する

裁判所によって適用される特許法が異なることがある9。

　国境を越えた特許の実施をどのように取り扱うかは、各国の特許法の問題である。:720

7ULSV 協定やパリ条約などにより、各国の特許法の国際的調和は進められているものの、こ

れらの条約によっては各国の特許の効力の地理的限界についての規定はなく、各国において

付与された特許の効力の地理的限界はその国の特許法によって決定されることになる:。

###############################################
6#①の問題は国際私法の問題ともいうことができる。国際私法は国際民事訴訟法を含む意味でも用い

られるからである。
7#この他に、外国判決の承認･執行という問題もある。
8#ハーグ国際私法会議（7KH#+DJXH#&RQIHUHQFH#RQ#3ULYDWH#,QWHUQDWLRQDO#/DZ）あるいは国際連合な

どによって、国際私法の統一の努力がなされているが、特許に関しては準拠法決定ルールの統一が果

たされているわけではない。
9#そこで、当事者は自分にもっとも有利な国の裁判所を選ぼうとする（これをIRUXP#VKRSSLQJ（法廷

地漁り）という）。
:#ヨーロッパ特許条約も、特許の付与の手続を単一の官庁（ヨーロッパ特許庁）でできるものとして

いるが、付与された特許は指定国の特許としての効力をもつものとされている。
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　+6,#いわゆる属地主義について

　特許侵害訴訟について考える場合にあたって、特許の属地的効力についての考え方（いわ

ゆる属地主義の問題）について触れておこう。日本でも、日本の特許法に基づいて付与された

特許の効力は日本の国内に限定されると考えられている;し、イギリスでも、イギリスの特

許法に基づいて付与された特許の効力はイギリスの国内に限定されると考えられている<。

アメリカ合衆国の特許法第 5:4条+D,43は、アメリカ合衆国国内における製造･使用･販売（申

出）及びアメリカ合衆国への輸入を特許の侵害と規定している44。

　この考え方をさらに進めて、特許に関する事件は特許を付与した国の裁判所にのみ管轄が

ある（専属管轄）という考え方もある。この考え方によれば、裁判所は、外国の特許につい

ての侵害訴訟についても取り扱わないし、外国でなされた国内特許に関する判決についても

承認しないことになる45。この考え方の背景には、①外国特許の侵害訴訟は効果的な結果を

もたらさないこと、②外国特許の侵害訴訟を取り扱うことは国内裁判所にとって大きな負担

となること46などの他に、③特許にどのような効力を認めるかは、各国の産業政策に関わる

問題であり、他国の裁判所が判断すべき問題ではない、という特許法が産業政策としての性

格を有することからの論拠も考えられる。

もっとも、外国における行為でも、特許の侵害となる場合を認めている国もある14。例え

###############################################
;#豊崎光衛、『工業所有権法［新版・増補］』、有斐閣、4<;3年、68頁
<#7HOOHOO/#7HOOHOO#RQ#WKH#/DZ#RI#3DWHQWV/#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#4<<7/#S14:7

#&RUQLVK/#:1#51/#,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\/#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#4<;</#S1496
43#特許法第5:4条+D,「権限なく、特許発明をアメリカ合衆国において製造、使用、販売の申出、もし

くは販売した者、あるいはその特許権の存続期間内に、特許発明をアメリカ合衆国に輸入した者は、

その特許を侵害したものとする」
44#ドイツでも同じであるとされている。6WDXGHU/#'1/#´3DWHQW#3URWHFWLRQ#LQ#([WUDWHUULWRULDO#$UHDVµ/

,,&#9RO1:/#1R17/#S17:7
45#特許に関する紛争といっても、いくつかの紛争がある。まず、特許権者が侵害者に対して損害賠償

や侵害行為の差止めを請求する訴訟（特許侵害訴訟）がある。反対に、侵害者（と主張された者）が

特許権者からの侵害訴訟に先立ち（あるいは並行して）、特許権者を被告として侵害はないことを求

める訴訟（消極的確認訴訟）を提起することもある。また、特許の取消や無効確認を求める訴訟（取

消訴訟あるいは無効確認訴訟）が考えられる（取消訴訟あるいは無効確認訴訟の被告は特許庁である

場合も、特許権者である場合もある）。本稿ではこれらのうち、特許侵害訴訟及び消極的確認訴訟を

中心に考察する。
46#後述の&RQDQ#'R\OH事件の判旨、)HQWLPDQ/#51/#´&RQIOLFWV#RI#/DZ/#0XOWLPHGLD#DQG#WKH#,QWHUQHW#=

*OREDO#&KDOOHQJH#IRU#/DZ/µ#RUJDQL]HG#E\#,QWHUQDWLRQDO#)HGHUDWLRQ#RI#&RPSXWHU#/DZ#$VVRFLDWLRQV/

7KH#&RPSXWHU#)#/DZ/#KHOG#LQ#%UXVVHOV#=#-XQH#5:05;/#4<<9/#S47など。
47#このような立法も各国の立法管轄権を越えるものとして国際法に反するものではないとされている

（石黒一憲、『国際民事訴訟法』、新世社、4<<9年、46頁、9:頁）。もっとも、立法の内容によって
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ば、アメリカ合衆国の判例では、特許にかかる物を第三者が外国で生産し、合衆国の販売会

社がそれを輸入・販売した場合、輸入者の行為が特許侵害となるとともに、同国への輸出を

目的とした（あるいは輸出されることを知りつつ行った）生産が、アメリカ合衆国の特許の間接

侵害となる場合を認めている48。また、イギリスの判例でも、イギリス国外にいる者の共同

侵害を認めている49

裁判管轄についても、オランダやドイツの裁判所では、ブラッセル・ルガノ条約に基づい

て、特許権者から侵害者に対して損害賠償や差止めを求める特許侵害訴訟は特許を付与した

国の専属管轄ではないとしている4:。

このように、外国における行為が特許の侵害とされたり、外国特許侵害訴訟を認める考え

方の背景は、国際的取引が活発になっている現代社会の状況があるものと思われる4;。電子

マネーが利用される電子商取引は、これまでの国際的取引を越えた国境なき取引という状況

が予想される。このような状況を踏まえて、国際裁判管轄、準拠法、特許法の効力の問題を

考えていかなければならない。

# #本稿は、電子マネーの主要なマーケットとなることが予想される日本、アメリカ合衆国、

ヨーロッパにおける知的財産権に関する訴訟の判例を踏まえて、インターネット上で流通す

る電子マネー関連技術に関わる特許侵害訴訟を検討したものである。以下、２．では、知的

財産権に関する訴訟の判例分析を通じ、特許侵害訴訟の国際裁判管轄および準拠法について

検討する。３．では、特許法の地理的効力の問題として、外国における行為に対する特許法

の適用範囲について分析する。４．では、２．および３．において整理した考え方を踏まえ、

インターネット上で流通する電子マネーの関連技術に関する特許侵害訴訟について検討を

行なう。

#################################################################################################################################################
は国際法の問題を生じうるとの意見もある（岩澤教授の示唆による）。
48#後述の+RQH\ZHOO#Y1#0HW]事件の連邦巡回控訴裁判所の判決。
49#後述の0ROQO\FNH事件の控訴院民事部の判決。
4:#なお、イギリスは、特許権を含む知的財産権について厳格な属地主義の考え方を採用してきたとい

われる（後述）。
4;#&RUQLVK/#:1#51/#,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\/#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#4<;</#S188#は国際取引の拡大による裁判

管轄の問題の重要性の増大を指摘する。
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　2．特許侵害訴訟の国際裁判管轄と準拠法

　+4,#日本における国際裁判管轄4<

# #国際裁判管轄は各国の国内法によって決定される。日本では、昭和 89年のマレーシア航

空事件判決53をリーディングケースとする最高裁判所の判例がある。平成 <年の最高裁判所

の判決54は、「どのような場合に我が国の国際裁判管轄を肯定すべきかについては、国際的

に承認された一般的な準則が存在せず、国際的慣習法の成熟も十分ではないため、当事者間

の公平や裁判の適正・迅速の理念により条理に従って決定するのが相当である。そして、我

が国の民訴法の規定する裁判籍55のいずれかが我が国内にあるときは、原則として、我が国

の裁判所に提起された訴訟事件につき、被告を我が国の裁判権に服させるのが相当である」

としたうえで、「我が国で裁判を行うことが当事者の公平、裁判の適正・迅速に反するよう

な『特段の事情』がある場合にはわが国の国際裁判管轄を否定すべきである」と述べてい

###############################################
4<#国際裁判管轄については、さしあたり、道垣内正人（新堂幸司・小島武司編）、「国際的裁判管轄」

『注釈民事訴訟法Ⅰ』、有斐閣、4<<4年、池原季雄（鈴木忠一・三ヶ月章監修）、「国際的裁判管轄」

『新・実務民事訴訟講座:』、日本評論社、4<;5年、石黒一憲、『現代国際私法#上』、東京大学出版

会、4<;9年、石黒一憲、『国際民事訴訟法』、新世社、4<<9年などを参照。また、インターネットに

おける国際裁判管轄については、石黒一憲、『国際知的財産権─サイバースペース# YV1リアルワール

ド』、177出版株式会社、4<<;年、48086頁や、道垣内正人、「サイバースペースと国際私法」、ジ

ュリスト444:号、4<<:年、96頁以下がある。
53#最判昭和89年43月49日民集68巻:号4557頁。これは、マレーシアで起きた航空機墜落により死亡し

た日本人乗客の遺族が、マレーシア航空を被告として損害賠償を請求した事案である。同判決は、「当

事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念により条理によって決定するのが相当」だとし

つつ、「民事訴訟法の規定により日本のいずれかの地方裁判所の管轄が認められれば日本に国際裁判

管轄を認めるのが条理に適う」という趣旨の判示をした。
54#最判平成<年44月44日民集84巻43号7388頁。マレーシア航空事件判決が「条理が民事訴訟法の土地

管轄規定」であるとするのは、機械的にすぎ、そのまま適用すれば不当な結果になるおそれがある。

その後の下級裁判所は、「最高裁判決によりつつ、結論を修正するという柔軟な姿勢をとっている」

といわれている（澤木敬郎・道垣内正人、『国際私法入門#［第7版補訂版］』、有斐閣双書、4<<;年、

538頁）。最判平成<年44月44日判決の「特段の事情」に関する判示は、このような判例の流れのなか

でなされたものである。

# #平成<年の最高裁判所判決について評釈したものとして、竹下守夫・村上正子、「国際裁判管轄と特

段の事情─最高裁平成<年44月44日判決の検討─」、判例タイムズ<:<号、4<<;年等がある。
55#判例は、民事訴訟法第4編第5章第4節の管轄の規定（7条から55条）は、専ら国内土地管轄（国内の

裁判所のうち、どの地方の裁判所が管轄するかという問題）に関する規定であると解している。
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る56。特許侵害訴訟に関する管轄もこの判例理論にしたがって考えていくことになろう。

民事訴訟法第 7条第 4項は、「訴えは、被告の普通裁判籍57の所在地を管轄する裁判所の

管轄に属する」と定めている。国際裁判管轄でも同様に考えられ、被告の所在地が日本にあ

れば、原則として日本に管轄があることになる58。この考え方を当てはめると、被告の住所

地が日本にあれば、「特段の事情」がない限り、特許侵害訴訟を日本で提起できることにな

りそうである。

民事訴訟法第 8条は、一定のタイプの事案について被告の所在地以外にも管轄を認めてい

る。不法行為に関する訴えは、被告の所在地に加え、不法行為があった地でも訴訟を提起で

きる（< 号）。特許侵害訴訟の国際裁判管轄についてこれを当てはめると、被告の住所地が

日本になくても、侵害地（不法行為地）が日本であれば、「特段の事情」がない限り、日本

で侵害訴訟を提起できることになりそうである。

民事訴訟法第 :条は、併合管轄について定めている。ある請求について日本に管轄がある

場合、これと関連する請求を併合することにより、関連する請求だけではその裁判所に管轄

###############################################
56#国際裁判管轄では、原告・被告間の裁判管轄における利害の対立が格段に大きい点で、国内土地管

轄と異なる面がある。国際裁判管轄の場合、国が異なれば司法制度も法の内容も異なり、事実上、ど

この国で裁判するかが当事者に大きな影響を与えることがある。また、石黒教授は、「外国で訴訟を

することはその当事者にとって、費用、言語などの面で負担が大きい。…国際裁判管轄については、

当該事案についてどこの国の裁判所で審理することが当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するう

えで合理的かを『特段の事情』の判断のなかで十分検討する必要がある」としている（石黒一憲、『現

代国際私法#上』、東京大学出版会、4<;9年、56;頁）。
57#新堂幸司、『新民事訴訟法』、弘文堂、4<<;年、;;0;<頁によれば、「一般に民事訴訟をするとき

は、原告のほうが被告の生活の根拠地に出向いてするのが、公平であるとの考慮から、法は被告の生

活の根拠地の裁判所に、事件の種類や内容を問わず、つねに管轄権が生じるものとしている。このよ

うに、どのような民事訴訟事件についてであれ、ある法主体が被告になったときにつねに管轄権を発

生させる原因となる、その者の生活の根拠地を普通裁判籍という」とされている。自然人の普通裁判

籍は、第4次的に住所による（7条5項）。法人の普通裁判籍は、主たる事務所または営業所、これらが

ないときは、代表者その他の主たる業務担当者の住所による（7条7項）。外国の団体の場合は、日本

における主たる事務所または営業所、これがなければ主たる業務担当者の住所による（7条8項）。こ

れに対して、「種類内容において限定された事件について認められる裁判籍を特別裁判籍という」（新

堂#同上）。
58#被告が法人である場合には、外国法人の支店などの扱いが問題となる。主たる営業所の所在地（あ

るいは設立準拠法国）のみが所在地だとすれば、外国法人は日本に支店を有していても所在地を管轄

原因として訴えることはできなくなる。マレーシア航空事件で最高裁判所は、「外国法人の普通裁判

籍は日本における主な支店などの所在地により定まる」という民事訴訟法の規定（現在の7条8項）を

根拠に、日本に支店などがあれば日本に所在していることになると判示したが、当該支店と全く関係

のない取引などから生じた訴訟について日本の管轄を認めるのは適当かという批判もある。
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がなくてもこれを審理することができる59。特許侵害訴訟においても、「特段の事情」がな

い限り、日本に住所地がない者に対する請求を併合したり（主観的併合）、日本の特許侵害

訴訟に外国特許侵害訴訟を併合する（客観的併合）こともできることになりそうである。

しかし、ここで属地主義との関係が問題となる。例えば、日本に住所地がある者が、イギ

リスにおいてイギリス特許を侵害した場合に、当該事件について日本の裁判所に訴えること

ができるかという問題について、「わが国ではこの問題は属地主義の結果として否定され

る」とする見解5:がある。

結論を同じくする判決として、昭和 5;年の東京地方裁判所の判決5;がある。この事件では、

日本法人間で満州国の特許侵害が争われた。判決は、法例第 44条 5項を根拠に原告の請求

を棄却した。満州国の特許を満州国で侵害しても、日本法上は（属地的効力から）不法ではな

いので、法例第 44条 5項により満州特許法に基づく請求はできないというものである。こ

の論理5<によれば、外国特許侵害訴訟は認容されえないことになろう。すなわち、裁判管轄

を否定したのと結果的に同じになる。しかし、この解釈に学説はほぼ一致して反対して

いる63。

　これに対して、裁判管轄を認める見解もある。石黒教授は、外国著作権侵害の事例である

が、「法廷地国との関連性が十分にあり、かつ、両当事者のもろもろの行為の重点が明らか

に法廷地国に所在するならば、それにつき管轄を認めることは、合理的と言えよう」と述べ

ている64。また、山田教授は「工業所有権の付与、登録、寄託もしくはその有効性に関する

訴訟については、外国で出願された以上、内国で訴えを提起できないことはいうまでもない。

しかし、侵害訴訟については外国で出願された工業所有権の侵害行為がその外国で行われた

###############################################
59#原告Ｘが被告Ｙに対して、請求αとβを併合して請求する場合を客観的併合、ＸがＹに対する請求

αとＺに対する請求βを併合する場合を主観的併合と呼ぶことがある。
5:#豊崎光衛、『工業所有権法［新版・増補］』、有斐閣、4<;3年、6:頁
5;#東京地判昭和5;年9月45日下民集7巻9号;7:頁
5<#この論理は、後述のイギリスの# GRXEOH#DFWLRQDELOLW\と類似する解釈である（石黒一憲、『国際知

的財産権─サイバースペース# YV1#リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;年、78頁）。
63#日本において日本の特許権を侵害することは不法であるため、ある国においてその国内特許権を侵

害することは日本法の目からみて不法でないとは評価されず、第44条5項に該当しないという批判であ

る。なお、石黒教授は、この判例は国際裁判管轄自体は肯定しているとしている（石黒前掲書（注5<）、

7:頁）。
64#石黒前掲書（注5<）、7:頁。なお、石黒教授は「国際裁判管轄の有無の決定には諸般の事情を総合

的に考慮した上での慎重な利益衡量が不可欠の前提となる」とし、「一国のみが排他的な国際裁判管

轄を有するとすることは、私人による権利実現をそれだけ困難にする点で基本的に問題」との理由か

ら、国際裁判管轄の原則的非専属性を主張する（『現代国際私法#上』、東京大学出版会、4<;9年、
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としても、例えば、被告の住所が内国にある場合には、内国で訴を提起できるものというべ

きである」としている65# 66。

国際裁判管轄に関する判例理論や上記の学説からすれば、外国特許侵害訴訟についても裁

判管轄が肯定される場合はあるであろう。しかし、「特段の事情」がある場合には管轄が否

定される。どのような場合に「特段の事情」ありとされるかは必ずしも明らかではないが、

例えば外国で行われた行為について特許侵害を主張する場合に、その行為と日本との関連、

被告と日本との関連などが、「特段の事情」の有無の判断のなかで、慎重に考慮されるべき

ことになろう。また、インターネットにかかわる特許侵害事件については、物理的な国境が

なく、世界中どこへでも情報が流れていくというインターネットの特徴を「特段の事情」の

判断のなかで考慮することがなされるべきであろう。

#################################################################################################################################################
59:頁以下）。
65#山田鐐一、『国際私法』、有斐閣、4<<5年、674頁
66#このほか、茶園茂樹、「外国特許侵害事件の国際裁判管轄」、日本工業所有権法学会年報第54号、

4<<;年は、「外国特許侵害事件の国際裁判管轄が認められないとすれば、例えば被告が侵害地国に財

産を有していない場合に、特許権者は重大な不利益を受けることになる。そのような場合には、侵害

地国の裁判所で侵害に基づく損害賠償請求が認定されても、実際上あまり意味がないからである」（93

頁）、「外国特許侵害事件の国際裁判管轄を否定すべき理由はなく…、たとえば、被告がわが国に住

所を有する場合には、『特段の事情』がある場合を除き、わが国裁判所に外国特許侵害訴訟を提起で

きる」（:7頁）と述べる。もっとも、同論文も、被告の住所地が日本にない場合にも、不法行為地（民

事訴訟法第8条<号参照）などを根拠に管轄が肯定されるか否かにまで言及していない。なお、同論文

は、「わが国特許の侵害事件については、侵害者または被害者のいずれかが日本人であるかを問わず、

わが国裁判所に国際裁判管轄が存することに異論はない」と述べる。しかし、被告の住所地が日本に

ない場合には、不法行為地を管轄の根拠とするとか、特許を物と捉え、その所在地が日本であること

を管轄原因とするといった説明が必要になると思われる。
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　+5,#アメリカ合衆国における特許侵害訴訟の裁判管轄

　# D1#アメリカ合衆国における特許関連事件の裁判管轄

アメリカ合衆国の判例では、実施行為の一部が国外でなされた場合にも侵害とされること

があるほか、国外の行為であっても侵害に当たることがあるとされている。このような場合

でも、特許権者が外国の侵害者をアメリカ合衆国の裁判所で訴求するには、連邦裁判所に管

轄がなければならない67。そこで、どのような場合に外国の者を被告にできるかということ

が問題となる。

連邦地方裁判所で当該地方裁判所が属する州の者以外の者を被告とすることができる範

囲は、当該州の法の定める範囲に従うとされている68。判例（,QWHUQDWLRQDO#6KRH事件）69は、

ある州の裁判所が人的管轄権を行使できるか否かを判断する際に、その被告と当該州（法廷

地）との間の関連性（FRQWDFWV）6:を問題にし、憲法上の適正手続の要請から、被告と法廷地

州との間に「最小限の関連性（PLQLPXP# FRQWDFWV）」が必要であるとする。すなわち、当該

訴訟の維持が「伝統的なフェアプレーと実質的正義の観念（WUDGLWLRQDO#QRWLRQV#RI#IDLU#SOD\#DQG

VXEVWDQWLDO# MXVWLFH）」を害しない程度の最小限の関連性が必要であるが、この要請を満たせ

ば、各州の裁判所の管轄の行使は肯定される6;。この最小限の関連性の要件は、①SXUSRVHIXO

DYDLOPHQW、②訴因との関連性、③合理性の 6つの要件に分けられている6<。

###############################################
67#アメリカ合衆国では連邦と各州がそれぞれ独立の裁判制度と法を有している。連邦裁判所の管轄は、

憲法および制定法の規定により認められた範囲に限定されているが、特許権に関する事件は、制定法

により、連邦裁判所の専属管轄とされる（連邦民事訴訟規則第466;条+D,）ので、このような意味での

事物管轄（VXEMHFW#PDWWHU#MXULVGLFWLRQ）があることは問題がない。しかし、どのような者を被告にす

ることができるかという人的管轄権（SHUVRQDO#MXULVGLFWLRQ）も満たす必要がある。
68#連邦民事訴訟規則第7条+H,
69#,QWHUQDWLRQDO#6KRH#Y1#:DVKLQJWRQ1/#659#8161#643#+4<78,
6:#第5次抵触法リステイトメント（$PHULFDQ#/DZ#,QVWLWXWH/#5HVWDWHPHQW#RI#WKH#/DZ/#6HFRQG/

&RQIOLFWV#RI#/DZ/#9RO14/#4<:4）第57条以下は、人的管轄権行使のための関連性を所在（SUHVHQFH）、

住所地（GRPLFLO）、州内でのビジネス、州内での行為、などに分けて記述している。法人については、

支店や子会社の存在が直ちに管轄原因になるわけではないが、州内でのビジネスなどの要件のなかで

それが考慮されるようである（第5次抵触法リステイトメント第7:条・第85条参照）
6;#各州は制定法によりその州の管轄を定めているが、その内容は、最小限の関連性の判例法理による

限界（違憲にならない範囲）を具体化したものになるようになっている（石黒一憲、『現代国際私法#上』、

東京大学出版会、4<;9年、5<;頁）。この法はロングアーム法と呼ばれている。判例では、まず、そ

の州のロングアーム法を適用し、それにより管轄を肯定された場合、それが最小限の関連性を満たす

か、というかたちで議論される。
6<#5H\QROGV#Y1#,QWHUQDWLRQDO#$PDWHXU#$WKOHWLF#)HG·Q/#56#)16G#4443#+9WK#&LU14<<7,で、次のように整
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このような最小限の関連性の法理は、被告が外国人である場合にも当てはまるとされる（例

えば、:RUOG#:LGH#9RONVZDJHQ事件）73。

特許侵害訴訟において、外国人である被告の最小限の関連性が問題になった事例を 6つ紹

介する。このうち、%HYHUO\#+LOOV 事件は連邦巡回控訴裁判所（&$)&）74がこの問題を初め

て扱ったものである75。

＜+RQH\ZHOO#,QF1#Y1#0HW]#$SSDUDWHZHUNH事件の第 :巡回控訴裁判所の判決（4<:8年 4月 :日）＞

76

【事案】#原告 +RQH\ZHOO 社（デラウェア法人）は写真用フラッシュ装置に関するアメリカ合衆国の特

許を有している。被告0HW]社（ドイツ法人）のフラッシュ装置に関する製品は、独占的配給契

約を結んだ被告 (KUHQUHLFK# 3KRWR02SWLFDO社および子会社を通じてアメリカ合衆国の市場に

出回った。被告 %DVV#&DPHUD社は、被告 (KUHQUHLFK#3KRWR02SWLFDO社および子会社から製品

を購入し販売していた。原告 +RQH\ZHOO社（デラウェア法人）は、自らの本拠のあるイリノイ

州で、被告 7社を相手取り、原告の特許権侵害を主張し訴訟を提起した。なお、控訴裁判所で

は原告の特許の有効性は争われず、被告0HW]社は、当該製品が被告0HW]社によって製造さ

#################################################################################################################################################
理されている。①SXUSRVHIXO#DYDLOPHQW＜自覚的利用＞：#法廷地の州で行為する特権を自ら自覚的に

利用したか、そのことで法廷地に引き込まれることにつき合理的に予見可能か、②訴因との関連性：

原告の請求原因が法廷地州と関連性する被告の行為から生じたものであるか、③合理性：被告の行為

またはその結果によって生じる法廷地州との関連性が、管轄の行使を合理的ならしめる程実質的なも

のか。なお、被告の法廷地での活動が継続的かつ組織的な場合には、②の訴因との関連性を問うこと

なく管轄が肯定される（これをJHQHUDO# MXULVGLFWLRQ＜普通管轄＞と呼び、そうでない場合のVSHFLILF

MXULVGLFWLRQ＜特別管轄＞と区別される）。
73#:RUOG0:LGH#9RONVZDJHQ#&RUS1#Y1#:RRGVRQ/#777#8161#5;9（4<;3）なお、アメリカ合衆国では、

「MXULVGLFWLRQについてのこれまでの判例は、州際裁判管轄と国際裁判管轄とを区別せず、しかも非常

に拡張的な傾向にあったが、最近はその傾向にも変化が生じかつ国際事件の場合には国際的考慮をし

始めている」（小林秀之、『アメリカ民事訴訟法』、弘文堂、4<;8年、4;04<頁）との指摘がある。

もっとも、:RUOG#:LGH#9RONVZDJHQ事件判決や、$VDKL#0HWDO#,QGXVWU\#&R1#Y1#6XSHULRU#&RXUW#RI

&DOLIRUQLD1/#7;3#8161#435#+4<;:,事件が、「ロング・アーム・スタチュートのゆき過ぎに、かなり歯止

めをかけるものも出てきた、したがって流れは変わってきたのではないか」との見方については、「個々

の事案の個性を度外視できず、上の如く言うことは必ずしも出来ない」との指摘もある（石黒一憲、

『国際民事訴訟法』、新世社、4<<9年、473頁）。
74#連邦巡回控訴裁判所（WKH#&RXUW#RI#$SSHDOV#IRU#WKH#)HGHUDO#&LUFXLW）は、4<;5年に設立され、連

邦地方裁判所が扱った特許事件の控訴を専属的に管轄する。
75#&KLVXP/#'1#61/#3DWHQWV/#9RO1;/#0DWWHZ#)#%HQGHU/#&XPXODWLYH#6XSSOHPHQW#4<<:/#SS17<083
76#83<#)15G#446:#+:WK#&LU1#4<:8,1# #同事件の国外における積極的誘導侵害に関する判旨については、6．

+5,を参照。
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れたこと、また共同被告 (KUHQUHLFK# 3KRWR02SWLFDO社および子会社によるアメリカ合衆国で

の販売が原告の特許侵害に当たるということも否定しなかった。

　イリノイ北部東地区連邦地方裁判所は、0HW]社とイリノイ州との最小限の関連性（PLQLPXP

FRQWDFWV）を否定した。その理由として、①0HW]社と (KUHQUHLFK# 3KRWR02SWLFDO 社の契約か

らは、(KUHQUHLFK# 3KRWR02SWLFDO 社が 0HW] 社の代理人であると解釈できないこと、②0HW]

社は、販売してきた欠陥製品を修理・交換する (KUHQUHLFK# 3KRWR02SWLFDO社のコストをカバ

ーしただけであったこと、③(KUHQUHLFK#3KRWR02SWLFDO社による0HW]社の商標使用があった

が、それだけではイリノイ州とはごくわずかな関連性（VXFK#D#PLQLPDO#FRQWDFWV）があるにすぎ

ないこと、④0HW] 社に人的管轄権を認めると「伝統的なフェアプレーおよび実質的正義の観

念（WUDGLWLRQDO#QRWLRQV#RI#IDLU#SOD\#DQG#VXEVWDQWLDO#MXVWLFH）」に反すること、を挙げている。ま

た、0HW]社は、イリノイ州のロングアーム法第 4:条+4,+D,に基づく訴状送達にも従う義務は

ないとした。

【判旨】#イリノイ州ロングアーム法に基づき人的管轄権を肯定し、破棄差戻した。

　「被告0HW]社と (KUHQUHLFK#3KRWR02SWLFDO社の間の合意は、0HW]社が原告のアメリカ合

衆国特許の存在を十分認識しながら、アメリカ合衆国市場へ進出する意図があったことを示し

ている。被告 0HW] 社は直接にこの目的を達成してはいないが、(KUHQUHLFK# 3KRWR02SWLFDO

社にその目的を達成する手段を与えている。また、被告0HW]社は、製品がアメリカ合衆国で

販売されると認識して船積みをし、英文パンフレットの交付、製品発表の手助け、修繕費の補

償もしていた。ロングアーム法第 4:条+4,+E,にいう不法行為地が州内である場合は、損害が州

内で発生したと解すべきであるので、このような侵害の誘導行為は、不法行為地が州内である

場合という要件を満たす」とした。

　そして、「GXH#SURFHVVは、被告にとって不公正とならないように人的管轄権の行使を制限

するが…最小限の関連性の有無はそれぞれの事件の個々の事実により判断されるべきである。

…被告0HW]社は物理的にイリノイ州に存在していないが、同州での損害発生を予知しつつ、

通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）のなかに当該特許侵害製品を置いた。本件の経済的実体

に注目すると、仲介者の利用や、製品の最終目的地の不知を理由に被告がロングアーム法の適

用から逃れることは不法な行為を認めることになり、公正および GXH#SURFHVV概念の目的範囲

外である」とした。

＜+XFKHO#Y1#6\EURQ#&RUS1事件のテキサス南部地区連邦地方裁判所（ヒューストン支部）の判決（4<;3

年 43月 4:日）＞77

【事案】#原告+XFKHO社（アメリカ合衆国法人）は歯科用医療器具に関するアメリカ合衆国の特許を有

している。被告 0RULWD 社（日本法人）が日本で製造した歯科医療器具に関する製品は、日本

の商社に売却され、この商社を通じてテキサス州のみならずアメリカ合衆国市場全域に出回っ

た。0RULWD 社は、テキサス州あるいはアメリカ合衆国国内で事業を行っておらず、アメリカ

###############################################
77#545#81613141+%1$,#466#+61'17H[14<;3,
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合衆国にオフィス、倉庫、工場、電話線、銀行口座、従業員もなかったが、共同被告 6\EURQ

社・5LWWHU 社（ニューヨーク法人）および 3DWWHUVRQ 社（テキサス法人）と提携関係にあり、ア

メリカ合衆国国内全域で販売されている歯科医向けの雑誌に自社製品の広告を載せていた。原

告+XFKHO社は、テキサス州で、被告 7社を相手取り、原告の特許侵害を主張し訴訟を提起し

た。被告 6\EURQ社・5LWWHU社は、本訴訟のニューヨーク南部地区連邦地方裁判所への移送を

請求をし、0RULWD社は、管轄不存在を理由に同社に対する本訴訟の却下を申立てた。

【判旨】#被告 6\EURQ社・5LWWHU社に関しては、連邦民事訴訟規則第 4733条+E,に基づき、ニューヨ

ーク連邦地方裁判所で裁判するのが適当とし、移送申立を肯定した。

# #被告 3DWWHUVRQ 社はテキサス法人であるのでテキサス地方裁判所で裁判するのが適当であ

るとし、本訴訟に止まるとした。被告0RULWD社に対しては、テキサス州との最小限の関連性

（PLQLPXP#FRQWDFWV）を肯定し、管轄不存在の主張を退けた。

# #「テキサス州の管轄を被告0RULWD社に対して行使するには、（Ⅰ）SXUSRVHIXO#DYDLOPHQW、

（Ⅱ）訴因との関連性、（Ⅲ）合理性、の 6つを立証しなければならない。…被告0RULWD社

の行為は、テキサス州民事訴訟法第 5364条+E,に準じる訴状送達が正当化されるに十分な行為

であり、人的管轄権を行使する立証として十分である」とした。

# #また、0RULWD社は、0DUVWRQ事件を挙げて、テキサス州内で不法行為もしていないし、ビ

ジネスをしたといえるような契約も締結していないと主張したが、「0RULWD 社はテキサス州

において製品の広告をしていること、その製品の直接の販売先である日本の商社の 919(の株

を保有している点で、0DUVWRQ 事件（の被告の行為）と本事件の 0RULWD 社の行為は異なる」

とした。…,QWHUQDWLRQDO#6KRH事件における「最小限の関連性（PLQLPXP#FRQWDFWV）」の要件

についても、「本件では、0RULWD 社にテキサス州でのビジネスとされるような行為がなくて

も、製品をテキサス州の市場に置き、テキサス州で広告をしたことは、『最小限の関連性

（PLQLPXP#FRQWDFWV）』の要件を満たす」とした。

＜%HYHUO\#+LOOV#)DQ#&R1#Y1#5R\DO#6RYHUHLJQ#&RUS1事件の連邦巡回控訴裁判所（&$)&）の判決（4<<7

年 6月 ;日）＞78

【事案】#原告 %HYHUO\#+LOOV#)DQ#&RPSDQ\社（デラウェア法人・本拠地はカリフォルニア）は、天井に

とりつけるファンに関するアメリカ合衆国特許を有していた。被告 5R\DO#6RYHUHLJQ社（ニュ

ージャージー法人）は、ヴァージニア州に 9 店舗もつ小売店に、天井にとりつけるファンの販

売を行っていたが、この販売製品のマニュアルには被告 5R\DO#6RYHUHLJQ社が販売元として記

載され、被告 5R\DO#6RYHUHLJQ社の保証書が添付されていた。原告は、被告8OWHF社（中国法

人）による製品の台湾での製造と、被告 5R\DO#6RYHUHLJQ社による製品のアメリカ合衆国への

輸入・販売行為が原告の特許侵害に当たると主張し、ヴァージニア東部連邦地方裁判所に訴訟

を提起した。

　ヴァージニア東部連邦地方裁判所は、最小限の関連性（PLQLPXP#FRQWDFWV）を否定し、管轄

###############################################
78#54#)1#6G#488;#+)HG1#&LU1#4<<7,
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を否定した。

　連邦巡回控訴裁判所では、被告 5R\DO#6RYHUHLJQ社の保証書が付いた 85個の製品が在庫と

して残っているとの事実も認定された。

【判旨】#ヴァージニア州ロングアーム法に基づき人的管轄権を肯定し、破棄差戻した。

　「:RUOG0:LGH#9RONVZDJHQ事件判決は、『製品の販売が単発的に生じたのではなく、製造

者・販売者の製品を市場に流す（VWUHDP# RI# FRPPHUFH）よう直接的・間接的な努力から生じた

のであれば、製造者・販売者に対して管轄を行使しても不合理ではない』との見解を示し、『法

廷地の消費者が購入するだろうと予測しつつ、製品を通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）に

置いた企業に対して管轄の行使を主張しても、GXH#SURFHVVの法理の観点から法廷地の越権と

はならない』との判断を示した。…このように、意図的に確立した販売ルートが存在すること

は、『通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論』において非常に重要なファクターである」

とした。また、「被告 5R\DO#6RYHUHLJQ社の保証書付きの製品が小売店に存在することから、

被告が同小売店との間の販売ルートは意図的に確立されたもので、被告は製品の最終目的地が

ヴァージニア州であることを知っていたか、それを合理的に予測可能だったはずである」とし

ている。

# #「$VDKL#0HWDO事件判決では『通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論』の要件について

2·&RQQRU 意見と %UHQQDQ 意見とで見解が分かれているが、本件では、この対立に入り込む

必要はない。被告は共同して、意図的にその製品を通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）に置

いた。被告は製品の最終目的地を知っていたし、自らの行為および法廷地との関係からみて、

法廷地で被告とされることを合理的に予測できたはずである。以上のことが立証されている以

上、『通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論』のいずれの立場からも管轄を肯定するに十

分である」とした。

　また、判決では、各巡回裁判所の「通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論」に関する考

え方が異なること、この点について控訴裁判所レベルの判例法の統一を図ることは、連邦巡回

控訴裁判所（&$)&）の任務であることを指摘したうえで、「知的財産権に関し、『通商の流

れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論』に言及した控訴裁判所レベルの判例は 8件ある。うち 7件

は本件と同じような事案であり、管轄が肯定されている」とした79。これら 7件と本件の違い

として、本件では法廷地が原告の所在地ではないこと、小売店が共同被告となっていないこと

があるが、これらは管轄の判断とは無関係な事情とする。さらに、「外国の被告の LQWHQWLRQDO

QDWXUH に違いがあるようにみえるが、本件でも被告は特許侵害の警告を受けてからも出荷を

続けており、十分意図的である」としている。

　「『通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論』から最小限の関連性があるとしても、管轄

###############################################
79#肯定例としては、①6WDELOLVLHUXQJVIRQGV#)XU#:HLQ#Y1#.DLVHU#6WXKO#:LQH#'LVWULEXWRUV#37<1#/WG1/

97:#)15G#533#+'1&1#&LU1#4<;4,、②'DNRWD#,QGXVWULHV/#,QF1#Y1#'DNRWD#6SRUWVZHDU/#,QF1/#<79#)15G#46;7

+;WK#&LU1#4<<4,、③+RUQH#Y1#$GROSK#&RRUV#&R1/#9;7#)15G#588#+6G#&LU1#4<;5,、④+RQH\ZHOO/#,QF1#Y1

0HW]#$SSDUDWHZHUNH/#83<#)15G#446:#+:WK#&LU1#4<:8,#がある。否定例としては、0D[#'DHWZ\OHU#&RUS1

Y1#0H\HU/#:95#)15G#5<3#+6G#&LU1#4<;8,#がある。
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を肯定することが不合理であるとするならば、GXH#SURFHVVの法理によって管轄は否定される。

本件に関してはヴァージニア州で審理する原告の利害は大きい。一方、被告 5R\DO#6RYHUHLJQ

社の負担は特に重要ではない。他方、中国に本社がある被告8OWHF社については管轄を否定し、

中国の司法制度下で判断されるべきだと主張されるかもしれない。…しかしながら、『通信お

よび輸送の発達は、外国の裁判における訴訟上の抗弁を容易にさせる』と認識されており、…

被告5R\DO#6RYHUHLJQ社を通じて事業を行った被告8OWHF社はアメリカの司法制度によらない

と主張することはできない」とする。

　ロングアーム法の要件の関係で、損害発生地については、「知的財産権自体が無体の権利で

あり、物理的な存在地が特に存在しないことを理由に、法的損害発生地とは権利者の居住地で

あると解釈する裁判所もある。しかし、これに反対する十分な理由がある。特許権者が有する

権利の束（EXQGOH#RI#ULJKWV）のなかで最も重要な権利は、他人の使用を排除する排他的な権利

である。この権利は特定の場所に結び付けられているのではなく、特許が認められている地域

のどこにでも存在するものである。特許は連邦によって創設された権利であり、アメリカ合衆

国内どこにでも存在する。…特許侵害製品の販売が行われると、特許権者は、そこでのビジネ

スを失うことになるため、製品の販売地を損害地と評価することができよう。この損失は、特

許権者が競争製品を市場に出回らせていれば直ちに生じる。そうでない場合でも、損失は、ラ

イセンス契約締結やその他の取り決めをすれば得られるであろう潜在的な収益を下回ること

はない。ロングアーム法の管轄判断の対象は被告の行為に対して向けられ、原告の法廷地との

関連性（原告の居住地など）は、決定的な考慮点とはならない。このような考えは、商標法・著

作権法における判例法とも FRQVLVWHQW である。…したがって、損害発生地あるいは侵害行為

が直接的に特許権者の利益に影響を与えた地が法廷地となり、本件では特許侵害製品が販売さ

れたヴァージニア州が法廷地となる」とした。

　そして、「以上から、ヴァージニア州ロングアーム法 $7条の『不法行為による損害』要件

は満たす。『州外での作為あるいは不作為』という要件も、この州に被告が既存の販売ルート

を通じて、意図的に特許侵害製品をヴァージニアに出荷したことをもって満たす。さらに本条

では、『実質的な収入』の要件があるが、この要件も被告が販売ルートを経由しヴァージニア

州への継続的な出荷を行うことで、原告の実質的な収入が奪われたといえる」とした。

この 6つの事件はいずれも、外国の被告は合衆国国外で製品を製造し、合衆国では直接ビ

ジネスをしていないが、法廷地の州において被告の製品が販売されていた事例である7:。

被告と法廷地州との最小限の関連性について、+RQH\ZHOO事件および +XFKHO事件では、

当該製品が法廷地州に出回ることを予知しつつ、通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）のな

かに当該製品を置いたことを指摘しているが、同時に被告が修繕費の補償、マーケティング、

宣伝などを行っていたことも認定されている。これは、最小限の関連性の 6つの要件のうち、

###############################################
7:#同様のケースで、被告には「SHUVLVWHQW#FRXUVH#RI#FRQGXFW」がないとして管轄を否定した判例とし
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SXUSRVHIXO#DYDLOPHQWの要件にかかわるものである。

# #この「通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論」に関しては、製造物責任に関する$VDKL

0HWDO事件判決においてその解釈が議論された。すなわち、被告が当該製品が法廷地の州に

出回ることを予知して通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）にその製品を置いただけで

SXUSRVHIXO#DYDLOPHQWの要件を満たすか、法廷地州に向けた「被告のそれ以上の行為

（DGGLWLRQDO#FRQGXFW）」が加わることが必要なのか、という問題である。最高裁の裁判官の

意見は7対7の同数となった。このうち、DGGLWLRQDO#FRQGXFWが必要という意見が2*&RQQRU

意見であり、不要という意見が%UHQQDQ意見である。

こうした状況下、%HYHUO\#+LOOV事件において連邦巡回控訴裁判所（&$)&）は、知的財産

権に関する事件においても「通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論」の要件についての

下級裁判所の判断は分かれていたことを指摘しつつ、「通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）

理論」において被告が意図的に法廷地との販売ルートを確立したことは重要な要素であると

の立場から、本件では 2·&RQQRU 意見と %UHQQDQ 意見のいずれかをとるかを判断する必要

はないとした。

しかし、%HYHUO\#+LOOV事件判決は、外国の 8OWHF社が流通ルートの確立にどのように関与

していたかをほとんど問題にしておらず、「それ以上の行為」を重視しているとはいえない

だろう。

また、「通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）理論」に関しては、「それ以上の行為」が

必要との 2·&RQQRU意見によったとしても、どのような行為がそれに該当するかという問題

もある。例えば、宣伝について、「判例の大勢は、全国紙（QDWLRQDOO\#FLUFXODWHG#QHZVSDSHU）

に広告を掲載するだけでは、SXUSRVHIXO#DYDLOPHQWにはならないとするようにみえる。しか

し、（商標侵害について）全国に出回る雑誌で広告し、法廷地州で販売を特に制限する意図を

示さなかったことを根拠に管轄を肯定した例がある。…、このことをみても管轄の有無を分

ける明確な基準は提示されていない」との指摘がある。

これらの事例でもう 4 つ問題となるのは、損害がどこで発生したと考えるかである。

+RQH\ZHOO判決は、被告の積極的誘導侵害行為は合衆国国外で行われたとしつつ、損害はイ

リノイ州で発生したとし、ロングアーム法上にいう不法行為地は損害発生地を指すとの解釈

から、同法の要件を満たすとした。&KLVXPは、+RQH\ZHOO判決がイリノイ州で損害が発生

したとする理由が、「侵害製品がイリノイ州で販売されたため」か「特許権者の所在地がイ

#################################################################################################################################################
て0DUVWRQ事件（684#)1#6XSS14455#+(1#'19D#4<:5,）がある。
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リノイ州であった」ためか、はっきりしないと指摘していた 。なぜこれが問題になるかと

いうと、後者であれば、製品が実際に原告の所在地で販売されていなくても、その州の管轄

が肯定される可能性があるからである。この点につき、:LOOH は損害が特許権者の所在地で

生じているとの解釈は、特許権の性質に関する誤解から生じたもので、製品が販売された地

をもって損害発生地と捉えるべきだと主張していた。連邦巡回控訴裁判所（&$)&）は、

%HYHUO\#+LOOV事件判決において、:LOOHの論文を引用し、損害発生地は侵害製品が販売され

た地と解すべきだとしているので、判例上は一応の解決がみられた。

いずれにしても、上記のような事例を見る限り、外国から製品がアメリカ合衆国に輸入さ

れ、それがアメリカ合衆国特許を侵害するケースでは、外国にいる者も、何らかの行為を捉

えて法廷地との最小限の関連性が肯定され、被告として引き込まれる可能性があることは否

定できないといえよう。

# #これに対して、被告の人的管轄の範囲の問題としてではなく、連邦裁判所において外国特

許の侵害をアメリカ合衆国特許侵害と併合して審理することができるかが争われたのが

0DUV事件である。

＜0DUV#,QF1#Y1#.DEXVKLNL0NDLV\D#1LSSRQ#&RQOX[事件の連邦巡回控訴裁判所（&$)&）（4<<7年 7

月 5<日）＞

【事案】#原告0DUV社（アメリカ合衆国法人）はコインを電子的手段により判別する方法に関するアメ

リカ合衆国の特許およびほぼ同一内容の器具に関する日本の特許を有している。4<<5 年、原

告は、被告1LSSRQ#&RQOX[社（日本法人）およびアメリカ合衆国の子会社である &RQOX[#8161$1

社が製造した製品は、原告のアメリカ合衆国特許および日本特許の侵害に当たるとしてデラウ

ェア連邦地方裁判所に訴訟を提起した。

　デラウェア連邦地方裁判所は、国際的な礼譲（FRPLW\）の原則、IRUXP#QRQ#FRQYHQLHQVの法

理 に反することを理由に、裁量により管轄の行使を回避した。

###############################################
7;#&KLVXP/#'1#61/#3DWHQWV/#9RO1;/#0DWWHZ#)#%HQGHU/#&XPXODWLYH#6XSSOHPHQW#4<<:/#SS145404;5
7<#IRUXP#QRQ#FRQYHQLHQVの法理とは、訴えの提起がなされた法廷地が裁判をなすのに極めて不都合で

ある（VHULRXVO\#LQFRQYHQLHQW）場合、より一層適切な法廷地（D#PRUH#DSSURSULDWH#IRUXP）で原告が

訴えを提起できるのであれば、管轄の行使を控えるべきであるというものである（第 5 次抵触法リス

テイトメント（$PHULFDQ#/DZ#,QVWLWXWH/#5HVWDWHPHQW#RI#WKH#/DZ/#6HFRQG/#&RQIOLFWV#RI#/DZ/#9RO14/

4<:4）第 ;7条）。この法理の適用にあたっては、広汎な裁判官の裁量に委ねられる（石黒一憲、『現

代国際私法#上』、東京大学出版会、4<;9 年、973 頁）。この法理は、合衆国内の州際事件だけでな

く、国際裁判管轄の局面でも適用がある（小林秀之、『アメリカ民事訴訟法』、弘文堂、4<<6年、85

頁）。
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　控訴裁判所では、日本の特許侵害に関する管轄が争われた。原告は、①特許の事件に不正競

争に関する請求を併合して審理する管轄を与える連邦民事訴訟規則第 466;条+E,に基づき、日

本の特許侵害に基づく請求は、ここにいう不正競争上の請求に含まれる、②日本の特許侵害に

関する請求は、連邦民事訴訟規則第 469:条+D,の補充的管轄の要件を満たす、と主張した。

【判旨】#管轄の存在自体を否定し、控訴を棄却した。

　「連邦民事訴訟規則第 466;条+E,は、不正競争上の実体的な請求権を創設したものではなく、

州法などの規定により不正競争上の請求権を当事者がもつ場合に、その請求と特許法上の請求

を併合できることを定めるにすぎない。また、不正競争法と特許法はそれぞれ別々の目的と形

式をもつ法分野である。原告主張のように、第 466;条+E,の不正競争上の請求を広く解釈する

理由はない。…連邦民事訴訟規則第 469: 条+D,の補充的管轄については、２つの請求が

FRPPRQ#QXFOHXV#RI#RSHUDWLYH#IDFWから生じたとはいえない。原告は、①ある装置を組込んだ

製品の製造・販売によるアメリカ合衆国の方法の特許の間接侵害および直接侵害と、②被告の

別の装置による日本の器具に関する特許の直接侵害、を主張している。すなわち、この２つの

主張は、2UWPDQ事件とは異なり、『似た行為』でも『同じ手段』に関するものでもなく、併

合審理することが期待されるような関連性があるとはいえない。それぞれ特許の内容も、侵害

行為の内容や製品の範囲も準拠法も全て異なる」とした。

この判決は、連邦地方裁判所判決が国際礼譲（FRPLW\）の法理に基づき裁量により管轄の

行使を回避したのに対し、管轄の存在自体を否定し、控訴を退けている。

この点で、外国で生じた外国特許侵害のようにアメリカ合衆国と直接のかかわりが薄い事

件については、管轄の行使に慎重であることを示していると考えることができるように思わ

れる。

　# E1#インターネットにおける裁判管轄

インターネットにおける裁判管轄について議論がなされているのは、州外の者がインター

ネットのウェブサイトに情報を載せた場合、その者に対する裁判管轄がどうなるかという問

題である。ウェブサイトについてどのような紛争が生じるかというと、州外の者がウェブサ

イトに載せた情報のなかに他人の商標などが含まれている場合、州外の者が他人の名誉や人

格を中傷するような記事をウェブサイト上に掲載した場合、州外の者がインターネットを通

じて締結したソフトウェアその他のデジタルコンテンツの売買契約から紛争が生じた場合、

などが挙げられる。このような場合に、州外の者に対する管轄はどうなるかが問題になるの

である。

　=LSSR事件判決では、これらのウェブサイトに関連する判例は概ね 6つの類型に分類され

ると指摘している。
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　①被告がインターネットを通じて明らかにビジネスを行っている場合。つまり、仮に被告が州外

の居住者と契約を締結し、インターネットを通じてコンピュータファイルの交換を意識的かつ反復

的に行った場合には、（当該居住者が居住する州の）被告に対する管轄は肯定される（&RPSX6HUYH 事

件）。

　②#①の反対の極にあるのが、被告が州外に居住する利用者が利用可能なインターネットのウェブ

サイト上に、単に情報を置いていた場合である。関心がある人に利用可能な情報を置くだけでそれ

以上の行為を行わない受動的なウェブサイトは、管轄が否定される（%HQVXVDQ事件）。

　③#①と②の中間的な立場にあるものが、利用者がホストコンピュータと双方向的（LQWHUDFWLYLW\）

に情報を交換することができる場合である。このような場合、双方向性の程度およびウェブサイト

で伝達された情報交換の商業的性格（QDWXUH）によって管轄が決定される（0DULW]事件83）。

　これらの判例は、「インターネットによってビジネスを行い、法廷地州の消費者をターゲ

ットにする意図が明らかな場合は管轄を肯定するに十分である一方、単にウェブサイトに掲

載するだけではおそらく不十分である」と整理されている84。これは、「通商の流れ（WKH#VWUHDP

RI#FRPPHUFH）理論」に関する $VDKL#0HWDO事件85の 2·&RQQRU意見（単に製品が法廷地の州に

出回ることを予知して通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）にその製品を置いただけでは SXUSRVHIXO

DYDLOPHQWの要件を満たさないとする意見）の類推であるという86。

こうした判例のフレームワークは、いくつかの論文によって以下のように根拠づけられて

いる。例えば、6WRWW論文は、「インターネットは物理的な境界がなく、ZRUOG0ZLGHな性質

をもつため、2·&RQQRU意見のように『それ以上の行為』を要件とすることが不可欠である」

と主張する。その理由として、「製造物責任に関しては、被告が当該製品が法廷地の州に出

回ることを予知して通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）に製品を置いただけで管轄を行使

###############################################
83#0DULW]/#,QF1#Y1#&\EHUJROG/#,QF1/#<7:#)1#6XSS1#465;#+(1#'1#4<<9,
84#%HQGHU/#'1/#´&KDSWHU#6'=#,QWHUQHW#,VVXHVµ/#&RPSXWHU#/DZ/#9RO1#5/#1R167/#-XQH#4<<;/#SS16'550

6'5;1;

# # 6WRWW/#'1#/1/#´3HUVRQDO#-XULVGLFWLRQ#LQ#&\EHUVSDFH=#7KH#&RQVWLWXWLRQDO#%RXQGDU\#RI#0LQLPXP

&RQWDFWV#/LPLWHG#WR#D#:HE#6LWHµ/#7KH#-RKQ#0DUVKDOO#-RXUQDO#RI#&RPSXWHU#)#,QIRUPDWLRQ#/DZ/#9RO1

;9/#1R1#7/#4<<:

# #.HOO\/#'1#01/#DQG#&1#-1#+LHEHU/#´8QWDQJOLQJ#D#:HE#RI#0LQLPXP#&RQWDFWV=#7KH#,QWHUQHW#DQG

3HUVRQDO#-XULVGLFWLRQ#LQ#7UDGHPDUN#DQG#8QIDLU#&RPSHWLWLRQ#&DVHVµ/#7KH#7UDGHPDUN#5HSRUWHU/

9RO1#;:/#1R1#8/#6HS02FW/#4<<:

#平野晋、「サイバースペース法とインターネット上の裁判管轄」、国際商事法務、第58巻第43号、

4<<:年
85#$VDKL#0HWDO#,QGXVWU\#&R1#Y1#6XSHULRU#&RXUW#RI#&DOLIRUQLD1/#7;3#8161#435#+4<;:,
86#6WRWW前掲論文（注84）、;6<頁。実際、&RPSX6HUYH事件や%HQVXVDQ事件は、2·&RQQRU意見を引

用している。
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できるとの %UHQQDQ 意見の方が 2·&RQQRU 意見よりも適切であるかもしれない。しかし、

インターネットの場合は事情が異なる。インターネットの利用者が自分の SURGXFWが世界中

に広がることを認識していても、その認識は一般的なものである。利用者自身、その SURGXFW

がどの法域に流れていくのかわからない（KDYH#QR#QRWLFH）。…ウェブサイトでの広告だけで

管轄を肯定することは、（+HDUVW事件判決が指摘するように）世界中の法廷が:RUOG0:LGH#:HE

上のすべての情報提供者に対して管轄を行使できると宣言するのと等しく、…それはインタ

ーネットの発展に QHJDWLYH#LPSDFWを与えるものである」87と指摘する。

同様に、.HOO\#DQG#+LHEHU論文は、単にウェブサイトに掲載したことを管轄肯定の理由と

することは、「法廷地において行為することにより、その州で被告にされる可能性を認識し

ていない者（ZLWKRXW#QRWLFH）に管轄を行使することになり、GXH#SURFHVVに反する」88と主張

する。

# #ところで、6WRWW論文は、=LSSR事件判決の第 6の中間的な類型は曖昧であると指摘する。

その理由として、この類型に分類されている ,QVHW事件89や0DULW]事件は、ウェブサイトに

4‐;33‐860,16(7 という電話番号を含む広告を載せたことは、法廷地に向けた

SXUSRVHIXO#DYDLOPHQWであるという考え方をとっており、2·&RQQRU意見やそれを引用する

&RPSX6HUYH事件の立場と異なっていることを挙げる。そして、「これらの事件は、むしろ

%HQVXVDQ事件と同様、受動的なウェブサイトに関するものであり、もし 2·&RQQRU意見に

したがっていれば結果は異なっていただろう」としている8:。

# #これに対して、.HOO\#DQG#+LHEHU論文はこの 5つの事件を「ウェブサイトを通じ、法廷地

でビジネスを行った事例」として紹介し8;、%HQGHU論文は、,QVHW事件を「受動的なウェブ

サイトに関するもの」、0DULW] 事件を「受動的とはいえないウェブサイトに関するもの」

と分類している8<。

このような違いが生じることにつき 6WRWW 論文は、「何が『それ以上の行為』に該当する

###############################################
87#6WRWW/#'1#/1/#´3HUVRQDO#-XULVGLFWLRQ#LQ#&\EHUVSDFH=#7KH#&RQVWLWXWLRQDO#%RXQGDU\#RI#0LQLPXP

&RQWDFWV#/LPLWHG#WR#D#:HE#6LWHµ/#7KH#-RKQ#0DUVKDOO#-RXUQDO#RI#&RPSXWHU#)#,QIRUPDWLRQ#/DZ/#9RO1

;9/#1R1#7/#4<<:/#SS1;6<0;73
88#.HOO\/#'1#01/#)#&1#-1#+LHEHU/#´8QWDQJOLQJ#D#:HE#RI#0LQLPXP#&RQWDFWV=#7KH#,QWHUQHW#DQG

3HUVRQDO#-XULVGLFWLRQ#LQ#7UDGHPDUN#DQG#8QIDLU#&RPSHWLWLRQ#&DVHVµ/#7KH#7UDGHPDUN#5HSRUWHU/

9RO1#;:/#1R1#8/#6HS02FW/#4<<:/#S186<

#同論文では、これは（どんどん管轄を広げる）VOLSSHU\#VORSHを造るのに等しいとも指摘している。
89#,QVHW#6\VWHPV/#,QF1#Y1#,QVWUXFWLRQ#6HW/#,QF1/#<6:#)16XSS1#494#+'1#&RQQ1#4<<9,
8:#6WRWW前掲論文（注87）、;79頁
8;#.HOO\#DQG#+LHEHU前掲論文（注88）、8750878頁
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かについて見方が異なっている」ことが原因であると示唆している。「ウェブサイトにトー

ルフリーの電話番号を掲載することや H0PDLO によりメッセージを受け付けることは、イン

ターネットを通じて自己の製品やサービスを売ることとは異なり、『それ以上の行為』に該

当しない」というのが、6WRWW論文の主張であるが、.HOO\#DQG#+LHEHU論文では、トールフ

リーの電話番号の掲載だけで、管轄肯定の理由となりうるかのような記述がある93。

このようにみると、多くの論者がウェブサイトに関しては「通商の流れ（WKH# VWUHDP# RI

FRPPHUFH）理論」に関する 2·&RQQRU意見の立場に基づくべきものとしているが、どのよう

な場合に管轄を認めるかについては意見が一致していない。

上記の議論は、外国人が被告となった $VDKL#0HWDO事件の 2·&RQQRU意見を基礎に、イン

ターネットの ZRUOG0ZLGH な性格をも考慮して論じている。ただ、インターネットに関する

判決例は、アメリカ合衆国国内に居住する被告がウェブサイトを有する場合に、被告の居住

する州以外の州の裁判所が管轄を有するかを扱ったものが多く、外国に居住する被告がウェ

ブサイトを有する場合についての管轄が問題となった判例は少ない。

＜3OD\ER\#(QWHUSULVHV/#,QF1#Y1#&KXFNOHEHUU\#3XEOLVKLQJ/#,QF1事件のニューヨーク南部地区連邦地

方裁判所の判決（4<<9年 9月 4<日）＞94

【事案】#原告 3OD\ER\#(QWHUSULVHV社（アメリカ合衆国法人）は、世界中で販売されている「3/$<%2<」

という著名な雑誌の発行会社である。4<9: 年、被告 7DWWLOR# (GLWULFH 社（イタリア法人）は

「3/$<0(1」という名称を用いて、イタリアで男性向け雑誌を発刊した（この雑誌は英語の

タイトルがついているが、イタリアで執筆されたもの）。原告3OD\ER\#(QWHUSULVHV社は、被告7DWWLOR

(GLWULFH 社の雑誌の販売または頒布行為が原告の商標権侵害に当たるとして差止命令を求め

る訴訟を提起しており、差止命令判決も下されていた（4<;4年）。

# # 4<<9年 4月に、インターネット上（:::サーバはイタリアに存在する）に、3/$<0(1の

名前を模したサイトを開設した。このサイトでは、イタリアで販売されている雑誌等に掲載

されている写真の画像を閲覧可能とし、さらに画像を見たい者は被告と連絡をとり、パスワ

ード等をもらったうえで、閲覧をする仕組みになっていた（有料のものと無料のものが存在す

る）。被告 7DWWLOR#(GLWULFH社のインターネット上でのこのような行動に対し、原告 3OD\ER\

(QWHUSULVHV社は差止命令判決違反として訴訟を提起した。

#################################################################################################################################################
8<#%HQGHU/#'1/#´&KDSWHU#6'=#,QWHUQHW#,VVXHVµ/#&RPSXWHU#/DZ/#9RO1#5/#1R167/#-XQH#4<<;/#SS16'5;
93#.HOO\/#'1#01/#)#&1#-1#+LHEHU/#´8QWDQJOLQJ#D#:HE#RI#0LQLPXP#&RQWDFWV=#7KH#,QWHUQHW#DQG

3HUVRQDO#-XULVGLFWLRQ#LQ#7UDGHPDUN#DQG#8QIDLU#&RPSHWLWLRQ#&DVHVµ/#7KH#7UDGHPDUN#5HSRUWHU/

9RO1#;:/#1R1#8/#6HS02FW/#4<<:/#S18:3
94#<6<#)1#6XSS1#4365#+61'111<1#4<<9,
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　原告の主張は、インターネットサイトを完全にシャットアウトするか、アメリカ合衆国に居

住する顧客からの新規申込の拒否、アメリカ合衆国の顧客が事前に購入していたインターネッ

トにアクセスするための利用者ネームおよびパスワードを無効化するなど :つで、本判決後 5

週間以内に以下の差止命令の実行を要求した。これに対して被告は差止命令の内容の修正を主

張した。

【判旨】#被告の異議を却下。原告申立どおり差止命令の実行を認めた。

　「被告 7DWWLOR#(GLWULFH社はアメリカ合衆国に代理人も有さないし、事業所も置いていない

イタリア企業であり、アメリカ合衆国においてイタリアの雑誌である『3/$<0(1』の内容に

ついて、何ら販売、頒布、出版、広告もしていないが、本裁判所は、4<;4 年の差止命令の執

行を目的とし、被告に対する管轄行使肯定の立場を保持する」とした。その理由として、①「被

告の行為は、単にプロバイダーとしての活動だけでなく、『3/$<0(1』というサービスおよ

びこれらのサービスのコンテンツをも供給している。さらに、このコンテンツたる画像は被告

の提供するサービスへの申込者の端末にダウンロードすることができる。実際に、被告はその

ような行為を積極的に誘導している」こと、②「被告 7DWWLOR#(GLWULFH社は、これらの画像を

アメリカ合衆国国内に頒布したのではなく、単にイタリア国内のサーバに画像を置いただけで

あると主張するが、利用者からサイトの閲覧申込を受けた場合、H0PDLO によってパスワード

を利用者に教えてアクセスできるよう手続を行っている。このような行為は製品をアメリカ合

衆国国内に頒布したと認められる」ことを挙げている。

# #しかし、「被告 7DWWLOR#(GLWULFH社がイタリアでインターネットサイトを維持することを本

裁判所が禁じるわけではない。世界中の利用者がアクセスできるインターネットにおいて、そ

の製品の頒布を禁じる国が一つあったからというだけで被告がそのサイトのオペレーション

を禁じられるわけではない。さもなければ、当裁判所、あるいは世界中の他のあらゆる裁判所

が、地球的な ::: 上の全ての情報提供者に対して裁判管轄を主張しうることになってしま

う。そのような判決は、この地球的なサービスを使用する利用者へ破壊的な影響を与えること

になる。インターネットは、国籍、宗教、性別、年齢、あるいは品位に関するコミュニティー

の基準による監視もなく公に議論が行える場所として、特別な保護を受けるに値する。…しか

しながら、この特別な保護は、裁判所による命令や差止判決の無視を認めるものではない。仮

に無視が肯定されると、差止判決の意味が失われ、知的財産権の保護が図られなくなる。当裁

判所は地球上におけるインターネットサイトの開設を禁じるための管轄を有しないし、また、

禁止を望まないが、アメリカ合衆国国内においてインターネットサイトへのアクセスを禁じる

ことはできる。したがって、被告 7DWWLOR#(GLWULFH社がサイトを引き続きオペレーションする

ことは許されるが、アメリカ合衆国内に居住する顧客からの申込を受諾してはならない」とし

た。さらに、「被告 7DWWLOR# (GLWULFH 社のアメリカ合衆国国内に製品を頒布する目的で、

『3/$<0(1』のサイトを使用した行為は、差止判決に反する。差止判決の意図は、被告 7DWWLOR

(GLWULFH社がアメリカ合衆国の顧客への『3/$<0(1』の雑誌および関連性商品の販売を禁じ

ることにある。被告 7DWWLOR#(GLWULFH社は、インターネットを通じて製品を販売することによ

り、意図的に差止判決を回避しようとした。サイバースペースは被告が裁判所の差止判決を回
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避することのできる避難所（VDIH#KDYHQ）ではない」とした。

# #そして、裁判所は、「+4,インターネットサイトを完全にシャットダウンするか、または、

アメリカ合衆国に居住する顧客からの新規加入申込金の受領を差し控えること、+5,アメリカ

合衆国の顧客が事前に購入していたインターネットにアクセスするためのユーザーネームお

よびパスワードを無効にすること、+6,アメリカ合衆国の顧客に対し、彼らの払込金のうち未

使用分の払い戻しをすること、+7,アメリカ合衆国の顧客による当該インターネット・サービ

スのための払込金から得たすべての利益を原告に送金すること、+8,アメリカ合衆国の顧客へ

の、「3/$<0(1」のインターネット・サービスにおいて宣伝された物およびサービスの総

販売利益を原告に送金すること、+9,潜在的なアメリカ合衆国の顧客からのすべての加入申込

を受付けないように指示するため、「3/$<0(1」のインターネットサイトを改良すること、

+:,当訴訟でかかった弁護士費用およびその他のコストを原告に送金すること。仮にこれらの

条件が 5 週間以内に満たされなければ、この命令が完全に履行されるまで、被告は原告に対

し 4日当たり 4333ドルの罰金を支払うこと」との差止命令を下した。。

# #この事件では、4<;4年の差止命令に対する違反に基づく裁判所侮辱（FRQWHPSW#RI#FRXUW）

が問題になっているため、商標侵害訴訟における管轄の有無が問題となった事案ではない95

が、ウェブサイトの開設を扱っている点では上述の判例と共通している。被告がウェブサイ

トに単に情報を載せただけではなく、パスワードの配布などにより、アメリカ合衆国の顧客

を積極的に勧誘したことを差止命令の基礎としている。そして判旨は、「当裁判所は地球上

におけるインターネットサイトの開設を禁じる管轄を有しないし、また、それを望まないが、

アメリカ合衆国国内においてインターネットへのアクセスを禁じることはできる」としてい

る。しかしながら、裁判所が物理的にアメリカ合衆国内からのアクセスを禁じることができ

ると考えているとするならば、その裁判所の技術認識は誤りであろう。裁判所が命じた差止

命令（4）は、技術的に可能な範囲で「アメリカ合衆国に居住する顧客」からのアクセスを

禁じる趣旨かもしれないが、その場合には、「アメリカ合衆国に居住する顧客」がどの範囲

の人を指すかという問題が生じる。インターネットのサイトはどのような経路でアクセスが

なされたかは認識することが可能な場合はあるとしても、どこの国の居住者がアクセスして

きたかを認識することは不可能である。したがって、このような差止命令は、事実上、イン

ターネットサイトをシャットダウンすることを命じていることになり、「地球上におけるイ

ンターネットサイトの開設を禁じるための管轄を有しない」とする判示と矛盾することにな

ろう。

###############################################
95#石黒一憲、『国際知的財産権─サイバースペース# YV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;

年、73頁によれば、本件が「4<;4年差止命令に対する被告の違反に根拠を置く、民事の裁判所侮辱の
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＜(LOHHQ#:HEHU#Y1#-ROO\#+RWHOV事件のニュージャージー連邦地方裁判所の判決（4<<:年 <月 45日）

＞96

【事案】#被告 -ROO\#'LRGRUR#+RWHO社（イタリア法人）はイタリアで 65のホテルを経営する会社であ

り、子会社はニューヨーク州でホテルを経営している。4<<6年、被告 -ROO\#'LRGRUR#+RWHO社

とマサチューセッツ州の *UDQG#&LUFOH#7UDYHO社（以下 *&7社）は、シチリア島にある被告 -ROO\

'LRGRUR#+RWHO社の部屋の一定数を 4<<7年中 *&7社のために確保する契約を締結した。原告

(LOHHQ#:HEHU（アメリカ人）は以前 *&7 社を通じて旅行し、その後もパンフレットの送付を

受けていた。4<<7 年、原告 (LOHHQ#:HEHU は同社の案内を見て、イタリア旅行に参加。被告

-ROO\#'LRGRUR#+RWHO社に宿泊中負傷した。被告はインターネット上にホテル設備などに関す

る情報を掲載していた。

　原告 (LOHHQ#:HEHUは、①*&7社がパンフレットなどにより直接ニュージャージー州で勧誘

したから、ニュージャージー州の裁判所は *&7 社に対する管轄がある。被告 -ROO\#'LRGRUR

+RWHO社は *&7社に独占的供給契約を与えているので、*&7社に対するのと同様に被告に対

しても特別管轄を有する、②被告がインターネットを利用して情報を掲載していた行為は、ニ

ュージャージー州で広告をしたのと同等の行為であり、それを根拠に一般管轄を行使できる、

③本裁判所に人的管轄権がない場合には、本事件を被告の子会社のあるニューヨーク連邦地方

裁判所へ移送すべきである、と主張し訴訟を提起した。

【判旨】#原告の請求を却下。ただし、本件をニューヨーク連邦地方裁判所へ移送した。

　①特別管轄に関する原告の主張は理由がないとした。「（Ⅰ）被告 -ROO\#'LRGRUR#+RWHO社

と *&7社間の契約は、*&7社に独占的供給権を与えるものではない。（Ⅱ）原告 (LOHHQ#:HEHU

の引用する 9DQ#(HXZHQ事件97とは事案が異なる。本件はイタリアでのサービスに関する事件

だが、同事件はニュージャージー州での商品供給に関する事件である。また本件の被告と *&7

社の関係は、上記事件のような車輪のハブとスポークのような関係ではない。（Ⅲ）同様に

5XWKHUIRUG事件98とも異なる。同事件の被告は、旅行勧誘のためニュージャージー州に社員を

派遣し、ニュージャージー州の新聞・雑誌に広告も掲載していた。被告の行為は、ニュージャ

ージー州の住民に意図的に向けられていた。本件では、被告 -ROO\#'LRGRUR#+RWHO社は新聞で

も広告もないし、勧誘する社員も送り込んでいない。被告と *&7社との関係から、被告にニ

ュージャージー州法とその利益の意図的利用（SXUSRVHIXO# DYDLOPHQW）を見出すことはできな

い」とした。

　②普通管轄に関する主張も理由がないとした。「インターネットと人的管轄権の問題を扱っ

#################################################################################################################################################
ケースだった」ため、「国際裁判管轄の問題が完全にバイパスされている」という。
96#<::#)1#6XSS1#65:#+'111-1#4<<:,
97#9DQ#(HXZHQ#Y1#+HLGHOEHUJ#(DVWHUQ/#,QF1/#456#11-1#6XSHU1#584/#639#$15G#:<#+11-1#6XSHU1#&W1#$SS1

'LY1#4<:6,
98#5XWKHUIRUG#Y1#6KHUEXUQH#&RUS1/#949#)1#6XSS1#4789#+'111-1#4<;8,
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ている判例は（Ⅰ）被告がインターネットにより積極的に事業を行っている場合、（Ⅱ）利用

者が情報をホストコンピュータと交換することが可能な場合、（Ⅲ）利用者に対して単に情報

もしくは広告を提供するだけの受動的なサイトに関する場合、6つに分類できる。…本事件は

第 6のカテゴリーに入る。被告 -ROO\#'LRGRUR#+RWHO社はビジネスの一手段としてではなく広

告として、インターネット上でホテルに関する情報を置いた。最近の 5つの事件では、裁判所

はインターネットに受動的な関係しかもたない被告に対する管轄行使を拒否した。6PLWK事件

99では、被告がインターネットサイトを通じてアーカンソー州の住民と何ら商品・サービスの

売買契約を締結しなかったことを理由に、広告だけでは法廷地州との関連性が十分であるとは

いえないとした。また、+HDUVW 事件9:において、インターネット上での広告サービスは、全

国に出回る雑誌で広告をするのと同等であり、ニューヨーク州法に基づけば、そのような広告

は人的管轄権を行使するのに十分な関連性があるとはいえないとした。当裁判所は、+HDUVW

事件の判断と同意見であり、全国に出回る刊行物における広告は、法廷地州と『継続的かつ実

質的』な関連性を構成しない。さらに、インターネット上での広告を行うことは、特定の法廷

地州での（またはそれに向けた）SXUSRVHIXO#DYDLOPHQWの行為と同等ではない。単にインターネ

ット上でサービスあるいは商品の広告を行った被告に人的管轄権を行使することは不当であ

り、,QWHUQDWLRQDO#6KRH事件判決およびその後の判例によって打ち立てられたルールを無視す

ることになる」とした。

　③原告による移送請求に関しては、「被告には0LJGDO#0DLVRQ#1191社という1<市でホテ

ルを経営する子会社がある。しかし、判例によれば、子会社の保有だけでは、親会社に対する

人的管轄権の十分な理由にならない。子会社が当該契約において何らかの役割を果たしたり、

子会社が親会社の身代わりである必要がある。本件において、その点は不明確である。しかし、

ここで却下すると出訴期限により原告の再訴を妨げることになるので、本件はニューヨーク南

部地区地方裁判所に移送する方が正義に適う」とした。

この判決は、=LSSR 事件と同じ枠組みで議論し、ウェブサイトのみを管轄の根拠とするこ

とができないという判断を示している。ただし、本件ではウェブサイト外の *7&社との契

約関係による関連性が問題となっており、ウェブサイトについては、原告はそれを見てイタ

リア旅行に行ったわけではなかった事例である9;。

###############################################
99#6PLWK#Y1#+REE\#/REE\#6WRUHV/#,QF1/#<9;#)1#6XSS1#4689#+:1'1$UN1#4<<:,
9:#+HDUVW#&RUS1#Y1#*ROGEHUJHU/#4<<:#8161#'LVW1#/(;,6#5398/#4<<:#:/#<:3<:/#DW-4#+61'111<1#)HE1#5:/

4<<:,
9;#原告は、ウェブサイトを見たゆえに負傷したわけではないので、本件では、ウェブサイトについて

普通管轄を主張し、そのためウェブサイトによる法廷地での活動が継続的かつ組織的であることを立

証する必要があった（普通管轄、特別管轄については注6<参照）。この点で、この判決の判断を一般

化することはできないと思われる。
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　+6,#ヨーロッパにおける裁判管轄

　# D1#イギリスの伝統的な考え方

イギリスでは、伝統的に知的財産権の属地的効力を厳格に考えてきたといわれる。例えば、

'LFH\#DQG#0RUULVは、「イギリスの特許、商標または著作権は、イギリス国外での行為によ

って侵害されえない。このため、イギリスでは、イギリスの特許権などがフランスで侵害さ

れたことを理由とする訴訟は提起できない。また、フランスの特許権などの権利者は、フラ

ンスにおける侵害を理由にイギリスで訴訟することもできない。フランスの特許権などは機

能において属地的であり、仮にその行為がイギリスで起きた場合、それがイギリスで訴訟を

起こせる（DFWLRQDEOH）ものではないからである」9<と述べている。

このような考え方によれば、特許権などの知的財産権に関する訴訟は、その属地性から、

当該権利を付与した国しか審理できないことになろう:3。この趣旨を述べた判決として

&RQDQ#'R\OH事件の判決がある。

＜7\EXUQ#3URGXFWLRQV#/WG1#Y1#&RQDQ#'R\OH事件の高等法院大法官部（&KDQFHU\#'LYLVLRQ）の判決

（4<<3年 5月 5日）＞:4

【事案】#イギリスの映画・テレビ製作会社である原告 7\EXUQ 社（イギリス法人）は、&RQDQ#'R\OH

のシャーロック・ホームズとワトソン博士の物語を映画化した。アメリカ合衆国における映画

の配給者は、&RQDQ#'R\OHの娘である被告 %URPHWから、アメリカにおける著作権の侵害であ

ると主張され、被告 %URPHWがその映画に関して有している何らかの権利を行使しない対価と

して、多額の金銭を支払うことで合意した（なお、&RQDQ#'R\OHは 4<63年に死亡し、イギリスに

おける彼の著作権は 4<;3年に消滅している）。しかし、原告 7\EXUQ社がシャーロック・ホーム

ズとワトソン博士の物語の第 5作目の制作に際し、原告は、被告 %URPHWが再び前回と同様の

主張をする可能性があるとして、本件消極的確認訴訟を提起した。原告は、「%URPHWは、ア

メリカ合衆国の著作権、不正競争法、商標法上、シャーロック・ホームズとワトソン博士とい

うキャラクターに関して何ら権利を有さない」との宣言、および被告 %URPHWが第三者に対し

てそのような映画あるいはプログラムのアメリカ合衆国での配給を妨害する権利を有すると

主張することの差止命令を申立てた。

【判旨】#管轄を否定し、原告の申立を却下した。

　「イギリスの法廷には、外国の土地に関する権利の所在や権利の侵害に対する賠償について

###############################################
9<#'LFH\#DQG#0RUULV/#7KH#&RQIOLFWV#RI#/DZV/#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#45WK/#4<<6/#S14849
:3#この考え方によれば、外国における行為についてイギリス特許法を適用することも原則としてでき

ないように思われる。
:4#6#:1/15149:#+&K14<<3,
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の紛争を審理する管轄はないというルール（0RFDPELTXHルール）は、外国の知的財産権法から

生じる権利の有効性やその権利の侵害に関する紛争にも適用される。…外国の特許権、著作権、

商標権などの知的財産権に関する紛争は ORFDO#QDWXUHのものであり、その管轄は当該権利を付

与した国の裁判所に専属的（H[FOXVLYHO\）に帰属する」。その理由として、「①知的財産権は

その国の土地と同様国家の創造物であり、外国の知的財産権の付与は、当該国の主権の行使と

して行われている（3RWWHU#Y1#%URNHQ#+LOO+4<39,:5）こと、②GRXEOH#DFWLRQDELOLW\の法理からも

管轄を否定されること、③被告が原告に対し権利主張をする蓋然性が高くないため、原告の訴

えを認めるのは適切ではないこと、④イギリスで裁判を行ってもその判決の効力がアメリカで

承認されるか不明であり、そのなかでアメリカ法の調査を要する外国知的財産権に関する複雑

な訴訟をイギリスの法廷が扱うのは適当でないこと」を挙げている。

本判決は、外国の知的財産権に関する訴訟の管轄を否定するに当たり、①0RFDPELTXH

ルール:6（外国の土地に関する事件の管轄を否定した 4;<4 年の判例法理）が知的財産権にも適用

されるとのオーストラリアの 4<39年の判例（3RWWHU# Y#%URNHQ#+LOO判決）および、②GRXEOH

DFWLRQDELOLW\の法理:7という、伝統的な法理を適用している。この点、この判決には「知的

財産権を不動産と同一視すること自体に説得的な理由はない」:8とか「知的財産権を一律に

###############################################
:5#3RWWHU#Y1#7KH#%URNHQ#+LOO/#6#&/5#7:<#+4<39,/#9/5#945#+4<38,（オーストラリアの判例）
:6#この他、7ULWWRQや-RRULVは、0RFDPELTXHルールは、4<;5年の&LYLO#-XULVGLFWLRQ#DQG#-XGJHPHQW#$FW

第63条+4,により権利の所在（WLWOH）が主な争点（SULQFLSDOO\#FRQFHUQHG）になっていない限り、管轄

をもちうるように変更されていると指摘している（7ULWWRQ/#*1/#-XULVGLFWLRQ#DQG#,QWHOOHFWXDO

3URSHUW\#+,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\#LQ#(XURSH,/#/RQGRQ#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#4<<9/#S1:99、-RRULV/#(1/

´,QIULQJHPHQW#RI#)RUHLJQ#&RS\ULJKW#DQG#WKH#-XULVGLFWLRQ#RI#(QJOLVK#&RXUWVµ/#6#(1,13151/#4<<9/

S1476）。

# #'LFH\#DQG#0RUULV/#7KH#&RQIOLFWV#RI#/DZV/#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#45WK/#4<<6も、GRXEOH#DFWLRQDELOLW\

の法理について述べた箇所ではこの判決に触れているが、0RFDPELTXHルールの箇所では触れていな

い。
:7#GRXEOH#DFWLRQDELOLW\の法理とは、外国での不法行為についてイギリスで訴えることができる

（DFWLRQDEOH）のは、①その行為がイギリスで行われたと仮定した場合にイギリス法上、不法で

DFWLRQDEOHであること、②その行為が当該外国法によっても不法でありDFWLRQDEOHであること、の5条

件いずれも満たす必要があるというものである。そして、上記の'LFH\#DQG#0RUULVの記述は、外国で

の侵害行為がイギリスで行われたと仮定すると、属地的効力により、外国の知的財産権の侵害となり

えないから、上記の①の条件を満たすことができないという。なお、イギリスでは既に4<<8年の法改

正により、この法理は廃止されている（3ULYDWH#,QWHUQDWLRQDO#/DZ#+0LVFHOODQHRXV#3ULYLVLRQV,#%LOO/

+/#%LOO#9/#8426）。
:8#0RXIDQJ/#51/#´$GMXGLFDWLQJ#,QIULQJHPHQW#6XLWV#5HODWLQJ#WR#)RUHLJQ#3DWHQWV0$#(XURSH

3HUVSHFWLYH0#µ/#0D[#3ODQFN#,QWHUQDWLRQDO#3DWHQW/#&RS\ULJKW#DQG#&RPSHWLWLRQ#/DZ/#0XQLFK/#4<<:/

S1444
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論じるのは適当でない」という批判がある:9。そうした観点から、この判決は外国特許法に

関する知識の不足やイギリスでの判決が当該外国での承認・執行が否定される可能性から、

イギリスの法廷がそのような事件を扱うのは不適切（LQDSSURSULDWH,との判断により、IRUXP

QRQ# FRQYHQLHQV の法理を適用し、裁量により管轄を否定したものと解すべきとの指摘もあ

る::。

　# E1#ブラッセル・ルガノ条約における特許侵害訴訟の管轄についての判例

　# +D,#ブラッセル・ルガノ条約の規定

ヨーロッパでは、国際裁判管轄に関する条約（ブラッセル・ルガノ条約）78が存在し、締約

国（(8 加盟国＋()7$ 加盟国）はこれに拘束される。ただし、同条約は、締約国相互の管轄

の配分を定めるものであり、締約国と非締約国とのかかわりについての管轄は各国の国内法

に委ねられている。

同条約は第 5条で「締約国内に住所がある者に対しては、その国籍を問わず、その住所地

で訴訟を提起することができる」と定めるとともに、第 6条で「締約国に住所地がある者が、

住所地以外の国で訴えられるのは、第 5章以下の規定に基づく場合に限られる」と定めてい

る。特許侵害訴訟において被告の住所地以外の根拠としては、不法行為の場合の不法行為地

管轄（8条+6,）:<、共同被告の併合管轄（9条+4,）;3などが問題となる;4。

ところで、第 49条+7,は「居住地の如何にかかわらず、特許・商標・意匠その他これに類

する登録を要件とする権利の登録および権利の有効性に関する事件については、当該権利が

出願され、権利を付与した国または条約により権利を付与したとみなされる国が専属管轄を

###############################################
:9#)HQWLPDQ/#51/#´&RQIOLFWV#RI#/DZµ/#0XOWLPHGLD#DQG#WKH#,QWHUQHW#*OREDO#&KDOOHQJH#IRU#/DZ/#4<<9/

S147
::#)HQWLPDQ前掲論文（注:9）、48頁。
:;#(8加盟国で締結されているのが、ブラッセル条約（%UXVVHOV#&RQYHQWLRQ#RQ#MXULVGLFWLRQ#DQG#WKH

HQIRUFHPHQW#RI#MXGJHPHQWV#LQ#FLYLO#DQG#FRPPHUFLDO#PDWWHUV）であり、これとほぼ同内容で、()7$

加盟国まで拡大したのがルガノ条約（/XJDQR#&RQYHQWLRQ#RQ#MXULVGLFWLRQ#DQG#WKH#HQIRUFHPHQW#RI

MXGJHPHQWV#LQ#FLYLO#DQG#FRPPHUFLDO#PDWWHUV）である。前者の締約国は、(8加盟国の48カ国、後者

はそれに加えて()7$加盟国のノルウェー、スイス、アイスランドである。ここでは、ブラッセル・

ルガノ条約として引用する。
:<#第8条+6,は、「締約国に住所地をもつ者は、不法行為に関する事件に関し不法行為地（KDUPIXO#HYHQW

RFFXUUHG）でも被告とされうる」と定める。
;3#第9条+4,は、「締約国に住所地をもつ者は、共同被告のうちの一人の者の住所地においても被告と

されうる」と定める。
;4#%HUWUDPV/#+1/#´7KH#&URVV0%RUGHU#3URKLELWRU\#,QMXQFWLRQ#LQ#'XWFK#3DWHQW#/DZµ/#,,&/#9RO1#59/
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もつ」と規定している。特許無効確認訴訟が同条の「特許の有効性に関する訴訟」に該当す

ることに異論はないが、特許侵害訴訟が該当するかを検討する必要がある。もし、該当する

なら各国が、外国特許の侵害訴訟について管轄をもてない。この点に関しては、イギリスの

判例とオランダの判例とで解釈が分かれている。

条約の起草者は、同条約第 4<条が「第 49条により他国の裁判所の専属管轄に属する問題

に主として関連する（SULQFLSDOO\#FRQFHUQHG）事項が提起された場合」に職権により管轄不存

在を宣言する義務を定めていることから、「先決的（SUHOLPLQDU\）または付随的（LQFLGHQWDOO\）

に提起される場合」には、第 49条+7,の対象外と考えていたようである（ブラッセル条約の公

式報告書である -HQDUG報告書）;5。特許が無効であるとの抗弁は先決的な問題だとすれば、オ

ランダの判例のように、無効の抗弁があっても専属管轄にはならない。しかし、「特許が有

効か無効かは侵害訴訟の帰趨に直結することから、付随的な問題とは言い難い」と考え;6、

特許の効力が争われれば侵害訴訟も専属管轄となるとの議論もありえよう。後述のイギリス

の )RUW#'RJKH事件判決はこの立場に立っている。

　# +E,#イギリスにおける判例

&RQDQ#'R\OH事件は、ブラッセル・ルガノ条約との関係について触れていなかった。その

後、特許権を巡る紛争の管轄に関するいくつかの判決例が出ている。そのうち、ブラッセル・

ルガノ条約が適用されるヨーロッパ域内の 5つの事件を紹介する。

＜0ROQO\FNH#$%#Y1#3URFWHU#)#*DPEOH#/WG1事件の控訴院民事部（&RXUW#RI#$SSHDO#+&LYLO#'LYLVLRQ,）

の判決（4<<4年 9月 5:日）＞;7

【事案】#原告 0ROQO\FNH 社（スウェーデン法人）は使い捨ておむつに関するイギリスの特許権を有し

ていた。原告0ROQO\FNH社は、被告に対して、特許侵害訴訟を提起した。被告は、3URFWHU#)

*DPEOH#&R1社（アメリカ合衆国法人）、そのイギリスの子会社である 3URFWHU#)#*DPEOH#/WG社

（イギリス法人）、ドイツの子会社である 3URFWHU#)#*DPEOH#*PEK社（ドイツ法人）である。

#################################################################################################################################################
1R18/#4<<8/#S1957
;5#-HQDUG/#31/#5HSRUW#RQ#WKH#&RQYHQWLRQ#RQ#MXULVGLFWLRQ#DQG#WKH#HQIRUFHPHQW#RI#MXGJHPHQWV#LQ#FLYLO

DQG#FRPPHUFLDO#PDWWHUHV#+6LJQHG#DW#%UXVVHOV/#5:#6HSWHPEHU#4<9;,/#2IILFLDO#-RXUQDO#RI#WKH

(XURSHDQ#&RPPXQLWLHV#1R1&#8<24/#4<:<

# #なお、7ULWWRQ/#*1/#-XULVGLFWLRQ#DQG#,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\#+,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\#LQ#(XURSH,/

/RQGRQ#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#4<<9/#S1:8:参照。
;6#7ULWWRQ前掲論文（注;5）、:8:頁
;7#4#:1/151#4445#+&1$14<<4,
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すなわち、原告は、被告 3URFWHU#)#*DPEOH#/WG社に対しては、ドイツの子会社の工場で製造

したおむつを「パンパース」の名称でイギリスの市場に出回らせていたこと、アメリカ合衆国

の親会社に対しては、イギリスの子会社と共通かつ一致したデザイン（FRPPRQ#DQG#FRQFHUWHG

GHVLJQ）で製造を行い不法行為に加担したこと、を主張した。また、ドイツの子会社に対して

は、共同被告として追加する旨を申立てた。これに対して被告は、原告の特許侵害を否定する

ともに、ドイツの子会社を共同被告として追加する原告の申立は専らディスカバリーを得るた

めであって、不適切であると主張した。

　一審では、被告の主張を退け、ドイツの子会社を共同被告として認めた。

【判旨】#被告の主張を退けて、控訴を棄却した。

　「本件は論争するに値する事件（JRRG#DUJXDEOH#FDVH）であるということを原告は十分に証明

しており、ディスカバリーを得るためにドイツの子会社を共同被告とする要求も、訴訟手続上

の濫用とはいえない。ブラッセル条約第 8 条+6,の趣旨にも反せず、共同被告として認める。

…複数の不法行為者によって特許を侵害された場合、原告は誰を訴えるかを選択でき、必ずし

も全員を訴える必要はない。他方被告は、原告に対して誰に訴訟提起すべきか指示することは

できない。また原告は、侵害を証明することができれば、被告全員に対する判断を求めること

もできる」とした。

　そして、「ブラッセル条約第 8条 6項は不法行為地にも管轄があることを定めたものである

が、不法行為地とは害をもたらす出来事が起きた場所という意味である。特許侵害は第 8条 6

項の意味での不法行為に相当することは疑いがない。また同時に、侵害の原因が、原告が主張

するようにイギリスの市場へおむつを出回らせた行為だということも疑いがない。したがって、

原因行為地はイギリスである。…当該特許侵害訴訟は、第 49条 7項の『特許その他これに類

する登録を要件とする権利の付与および有効性に関する事件』ではなく、したがって専属管轄

ではない。…イギリスの特許の性質から、イギリス特許の侵害事件はイギリスの裁判所のみに

係属されるものであり、イギリスの裁判所は、イギリスにおける侵害に対してのみ判決を下す。

ドイツの裁判所はドイツの対応特許の侵害事件を取り扱うことはできるが、イギリス特許の侵

害に関する訴えに対して取り扱うことはできないし、逆にイギリスの裁判所もドイツの特許侵

害に関する訴えを取り扱うことはできない。4<:: 年法によって具体化されたように、イギリ

スの裁判所による適用法はイギリス国内法の問題となる」とした。

この判決は、外国特許に関する事件を扱うことの適切さ（)HQWLPDQのいう DSSURSULDWHQHVV

の問題）の観点から、&RQDQ#'R\OH事件同様、外国特許の侵害訴訟の管轄を否定している;8。

もっとも、判決は、本件はブラッセル・ルガノ条約 49条+7,の専属管轄の範囲外であると述

べるとともに、外国における行為がイギリス特許侵害となりうるとする。先に挙げた属地主

義に対するイギリス特有の伝統的な厳格な理論とはやや異なった考え方を示しているよう

###############################################
;8#同趣旨を述べた判例として、3ODVWXV#.UHDWLY#$%#Y1#0LQQHVRWD#0LQLQJ#DQG#0DQXIDFWXULQJ#&R1/

5131&176;#+&K14<<7,、&KLURQ#&RUS1#Y1#2UJDQRQ#7HNQLND#/WG1/#)65#658#+&K1#4<<7,がある。
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に思われる。

# #その後、イギリスの控訴院（&RXUW#RI#$SSHDO）は、)RUW#'RGJH事件に関し、第 49条+7,#の

解釈をヨーロッパ司法裁判所（(XURSHDQ#&RXUW#RI#-XVWLFH）への照会（UHIHUHQFH）に付してい

る;9。この事件では、オランダでイギリスの特許侵害訴訟を起こされた )RUW#'RGJH が対抗

措置として、イギリスの裁判所に「$N]R 社のオランダにおける訴訟行為の差止め」を求め

た。このため、ブラッセル・ルガノ条約第 49条+7,についてのイギリスの裁判所の解釈とオ

ランダの裁判所の解釈が問われることになった。

＜)RUW#'RGJH#$QLPDO#+HDOWK#/LPLWHG#Y#$N]R#1REHO#191事件の控訴院民事部（&RXUW#RI#$SSHDO

+&LYLO#'LYLVLRQ,）の判決（4<<:年 43月 5:日））＞;:

【事案】#被告 $N]R社（オランダ法人）は、FDQLQH#SDUYRYLUXVによる犬の疫病を防ぐために使用する

ワクチンおよびその予防手段に関するオランダとイギリスの特許を有しており、そのオランダ

の子会社はライセンスを得て、当該ワクチンの販売をしていた。原告 )RUW#'RJKH社（イギリ

ス法人）等は、アメリカン・ホーム・プロダクツグループの系列会社であり、FDQLQH#SDUYRYLUXV

ワクチンの販売を行なっている。これらの系列会社は、イギリス、オランダ、オーストラリア

に本拠を有している。

# 4<<: 年 7 月、被告 $N]R 社はオランダとイギリスの特許への侵害行為の申立てに対する終

局的救済策を求め、オランダで訴訟を開始した。その手続において、①イギリスの会社に対し

ては、イギリスでの販売により被告 $N]R社のイギリス特許を侵害したこと、②オーストラリ

アの会社に対しては、イギリス・オランダの会社に対してそれぞれの国で販売するための製品

を出荷したことにより、両国の特許を侵害したこと、③オランダの会社に対しては、オランダ

での販売により被告のオランダ特許を侵害したこと、を主張した。

# #被告 $N]R社のオランダでの訴訟提起に対して、4<<:年 <月、原告らはイギリスで特許無

効確認訴訟を提起した。同時に被告 $N]R社がこれ以上オランダで訴訟継続しないよう差止命

令を求めた。原告 )RUW#'RGJH社は、イギリスの特許を侵害したかどうかを決定するのはイギ

リスの裁判所だけであり、イギリス特許侵害を理由に、イギリスに居住する原告に対してオラ

ンダで訴訟継続することは差止められるべきであると主張し、これに対し $N]R社は、イギリ

スに居住している原告がイギリスの特許を侵害したかどうかの問題を含め、問題を決定する管

轄はオランダにもあると主張した。さらに、イギリスの裁判所は、オランダの訴訟を差止める

権限を有さないし、オランダの裁判所が管轄を有するかどうかの判断はオランダの裁判所に権

限があると主張した。

# #第 4 審の裁判所は、同裁判所にはヨーロッパ司法裁判所（(&-）に照会する権限はないこ

###############################################
;9#ブラッセル条約では、各国の裁判所は同条約の解釈について必要がある場合には、ヨーロッパ司法

裁判所に照会することができる（4<:4年議定書第5条・第6条）。
;:#)16151#555#+4<<;,
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とを指摘したうえで、原告の請求を棄却した。

【判旨】#原告の控訴を棄却したが、ブラッセル条約の解釈についてヨーロッパ司法裁判所（(&-）に

照会をおこなった。

　「一般論として特許権者は、被告の住所地（ブラッセル条約第 5条）や侵害地（第 8 条）にお

いて特許侵害訴訟を提起することができる。また、被告が複数存在する場合には、判決の矛盾

を避ける手段として有用であることを条件に、いずれかの被告の住所地に管轄を認める（第 9

条）。…しかし、イギリス特許とオランダ特許は、別のものであり、それぞれに対する侵害に

ついて合一的解決の必要性はない」とした。また、「特許の侵害訴訟であっても、被告からそ

の効力について ERQD# ILGH#FKDOOHQJHがあった場合には、『権利の有効性に関する事件』とし

て専属管轄になる（第 49 条+7,）ため、権利付与国以外の国の裁判所は、特許の有効性につい

て判断できない。無効な特許に対する侵害はない以上、当事者が当該特許の有効性を争ってい

る場合には、効力について判断することなしに侵害の有無も判断できない。…本件では、原告

らがイギリスの裁判所に特許無効訴訟を起こしているので、オランダの裁判所は $N]R社の提

起した特許侵害訴訟のうちイギリス特許にかかわる部分については、イギリスの専属管轄とし

て、第 4<条を根拠に管轄がない旨を宣言すべきであった」とした。

# #そして、「同条約の解釈として、イギリスの裁判所が第 49条+7,によりイギリス特許侵害訴

訟について管轄を有するならば、被告がオランダでの審理を請求するのは第 57条に基づき不

当であるとの原告の主張は、正当のように思える。しかしながら、そのような解釈は明白（DFWH

FODULH）とはいえない。このため、ブラッセル・ルガノ条約の解釈をヨーロッパ司法裁判所に

照会する」とした。

この判決では、一般論として侵害訴訟は第 49 条+7）の専属管轄の対象外としつつ、被告

が当該特許権の有効性を争っている（D#ERQD#ILGH#FKDOOHQJHがある）場合には、専属管轄にな

ると判示している;;。その理由として、無効な特許に対する侵害はありえない以上、当該特

許の有効性を判断せずに侵害の有無を判断することができないことを挙げている。ここに、

特許の有効性については、権利付与国が判断すべきという考え方が示されているといえよう。

また、判決では、ほぼ同内容の特許の侵害に関して、イギリス特許に関するイギリスの裁判

所の判断とオランダ特許の侵害に関するオランダの裁判所の判断が異なっても、それぞれは

異なる権利である以上、特に支障はないとの判断を示し、複数の国の特許侵害について一つ

の法廷地で訴訟をすることに対し、重きをおいていない。

###############################################
;;#これに対して、6WDXGHU/#'1/#´&URVV0%RUGHU#3URWHFWLRQ#RI#(XURSH#3DWHQWVµ/#,,&/#9RO1#5</#1R1#8/

4<<;/#S1833は、特許無効の抗弁が自動的に外国特許侵害訴訟の管轄否定につながるのであれば、事実

上、管轄を否定しているのと等しいと指摘している。
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　# +F,#オランダにおける判例

# #オランダでは、ヨーロッパ各国で類似の特許をもっている者が原告になり、複数国の特許

の侵害について、オランダに住所地がない者をも被告とする侵害訴訟を通常の訴訟手続では

なく、NRUW#JHGLQJ;<という仮処分として提起されることが多い。その場合に、オランダの判

例は、オランダ以外の国の特許の侵害訴訟について管轄を認める傾向がある。

# #オランダにおける特許の侵害訴訟において、NRUW# JHGLQJが利用されることが多いのは、

%HUWUDPVによれば、NRUW#JHGLQJが「本案手続と同様な機能を（TXDVL#SULQFLSDO#SURFHHGLQJ）

もち、しかも、より迅速、効率的、安価」であるためだという<3。

# #オランダの裁判所は、このような場合、被告の外国における行為の差止め（国境を越える差

止め）を認めるが、その理由は、

　「法の規定、義務のタイプあるいは契約によって別に解される場合を除き、他の人に何かを引渡

したり、ある行為をすることあるいはしないことの義務がある者に対しては、権利者からの申立に

よって裁判所がその義務を果すことを命令することができる。一般論として、その法的義務がオラ

ンダ以外で履行されるべきものであるとか、外国法に基づいているとしても、（オランダの裁判所が）

そのような命令を下す根拠を否定する理由とはならない。」

　「クロスボーダーな接触が増え続けている時代において、知的財産権侵害、複数国における不正

競争、クロスボーダーの環境汚染などクロスボーダーの性質を有する不法行為によって、オランダ

の原告の権利が侵害されたときに、制限的な解釈をすることによって、問題となっている国それぞ

れの裁判所にそれぞれ訴訟を提起することを強いられるという、実務上望ましくない結果をもたら

すことを法は支持しない」。

と説明されている（,QWHUODV# Y1# /LQFROQ 事件の最高裁判決）<4。このような考え方の下、オラ

ンダの裁判所は外国の知的財産権の侵害訴訟の管轄を認める。代表的な判例に $56 事件判

決がある。

###############################################
;<#NRUW#JHGLQJ（早期裁判）は、わが国の民事保全手続に相当する保全手続である。
<3#この仮処分手続は、その開始後一定期間内に本案手続を申立てる義務はなく、大部分の事件が NRUW

JHGLQJの段階で終了している。救済手段については、侵害行為の差止め（違反への制裁金付き）のほ

か、侵害製品の没収、顧客リストの特許権者への提出、仮処分命令内容の公表などが認められている

と指摘する（%HUWUDPV/#+1/#´7KH#&URVV0%RUGHU#3URKLELWRU\#,QMXQFWLRQ#LQ#'XWFK#3DWHQW#/DZµ/#,,&/

9RO1#59/#1R18/#4<<8/#S1959）。
<4#%HUWUDPV前掲論文（注<3）、94<頁。ただし、この事件（4<<5#1-/#1R1#737#+4<;<,）自体は、商標

権侵害の事件である。
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＜$56#Y1#2UJDQRQ事件のハーグ控訴裁判所の判決（4<<7年 5月 6日）＞<5

【事案】#原告 $56社はリンパ胞を刺激するホルモン（)6+）を生成するための '1$組換え技術の応

用に関し、ヨーロッパ特許制度<6によりイギリス、オランダ、ドイツ、フランス等 43 カ国の

特許を有していた。被告 2UJDQRQ社（オランダ法人）は、イギリス、オランダ、フランス等に

おいて、U)6+ を使用した臨床実験を行っていた。原告 $56 社は、被告 2UJDQRQ 社の製品

（2UJ1657;<）製造、および原告のヨーロッパ特許が認められている国における実験目的での

2UJ1657;<の利用などの行為が原告の特許侵害に当たるとして、被告 2UJDQRQ社などの方法

の特許の使用、特許侵害製品の製造、利用、運搬などの差止命令及び特許侵害行為に対する損

害賠償を NRUW#JHGLQJとして求めた。また、臨床実験を行っていた病院、研究室、他の調査セ

ンターの名前・住所リストの提出、侵害製品（2UJ1657;<）の破壊を要求した。これに対し被

告 2UJDQRQ社などは、オランダ法（52:第 63条 6項）に基づき原告の特許の対象となる製品

であっても、実験目的であれば例外的に利用可能であると抗弁した。

# #原審では、被告は原告の特許の有効性を争った。原審は、特許期日以前に当該特許に関する

論文が「'1$」誌に発表されていたため、原告特許が無効とされる蓋然性が高いとし、原告

の請求を認めなかった。

【判旨】#原告の特許が無効とされる蓋然性は低い（QHJOLJLEOH）と判断し、ヨーロッパ諸国における原

告の特許侵害製品の製造および実験行為に対して差止命令を認めた。実験目的の特許使用は例

外的に認められるため、特許侵害とはならないとの被告の抗弁に対しては、「オランダ法に関

して、4<<5年 45月 4;日に最高裁判所は、オランダ特許法第 63条（6）には、実験目的のた

めの使用に関する例外規定が含まれるとし、『この規定は限定解釈しなければならない。その

ため、特許内容の実験目的でなされる行為は、一般的に特許侵害を構成するが、仮にその実験

目的が正当化された場合は例外的に認められる。臨床実験を行った者が、その臨床実験が単に

学究的な性質を有するにすぎないとか、例えば技術的改良であるというように、特許法の目的

から反しないことを証明した場合に限り、この例外は問題となる』とした。このような最高裁

判所が挙げた目的の例としては、発明が実質的に実用可能なものであったか、あるいは改良点

があったかどうかに関する調査が指摘される。しかし、本件では、被告 2UJDQRQ社のオラン

ダにおける臨床実験は、…上述のような実験的利用による適用免除に関する最高裁判所判決の

判断基準には合致しない。…特許製品の利用に関するオランダ法の例外規定に相当するヨーロ

ッパ共同体条約の同様の規定があること、ヨーロッパ特許条約加盟国の締約国は自国の立法と

###############################################
<5#4<<8#*585#,QW1#586# #本事件は4<<8年9月56日に最高裁判所判決が出ているが、国境を越える差止

命令に関する問題については、上訴の対象となっていない（,,&/#9RO1#5</#1R1#9/#4<<;/#S1:35）。
<6#(XURSHDQ#3DWHQW#1R1#544/;<7＜出願日 4<;8年 4月 63日、発効日 4<<6年 6月 57日＞

# #ヨーロッパ特許制度は、単一の特許付与手続により、ヨーロッパ特許機構（(3&）が出願の受付、

審査、を行い、ヨーロッパ特許の付与を行うものである。ヨーロッパ特許といっても、単一の権利で

はなく、各国の国内特許の束（EXQGOH#RI#QDWLRQDO#SDWHQW）と考えられている。つまり、ヨーロッパ

特許を得た者には、各締約国において、当該国の国内特許と同じ内容の権利が与えられる。そして、

その侵害の有無などはそれぞれの国内法の問題として処理されることになる。
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条約規定とを一致させる義務を負うことから、先に掲げた国内法の中にはオランダ法（52:63

条 6 項）に相当する規定が含まれる。したがって、被告 2UJDQRQ 社の行為は、これらの加盟

国においても認められる実験ではない。原告の提出した意見書によれば、ドイツ、イギリス、

フランスで妥当し、スウェーデンとスイスでは、臨床実験による使用は特許権者の同意なしに

は許されない。…他国でもこれと異なる法解釈がなされるとは推測し難く、…特許法には国際

的性質があること、および特許の国際的調和の流れ、さらにヨーロッパにおける特許訴訟の標

準化への動きを鑑みると、もはや条約締約国は各国によって法も法理も異なるとは主張できな

い。…以上、検討してきたように、ハーグ地方裁判所判決を支持することはできない。ヨーロ

ッパ特許侵害に対する差止命令は、オランダだけでなく、そのヨーロッパ特許が効力を有する

全ての国で認められなければならない。このような主張は略式手続によって外国において強制

不可能であろうということを理由に妨げられるものではない。被告の行為は、ヨーロッパ特許

が効力を有する全ての国において、原告 $56社の特許侵害となるだけでなく、その国におい

ても禁止することができる」とした。

この事件における被告 2UJDQRQ 社に対する管轄の根拠は、住所地がオランダであること

（5条）であり、共同被告である 2UJDQRQ社の兄弟会社（ベルギー・ドイツ・フランス・オース

トリア・スウェーデンに所在）に対する管轄の根拠は、第 9条+4,であると指摘されている<7。

# #オランダの判例には、不法行為地管轄を定める第 8 条+6,を根拠に、外国特許侵害につい

ての管轄を認めた判例もあるとの指摘がある<8。

# #このように、オランダの判例は、第 9 条+4,や第 8 条+6,を根拠に、複数の国の特許が問題

になっている事件を一緒に審理することを認める。

この点につき、多くの論者はその利点があることを認めつつ<9、現在のオランダの判例は

行き過ぎであると批判的である。とりわけ、国境を越える差止めを認める点は批判が強い。

###############################################
<7#%HUWUDPV/#+1/#´7KH#&URVV0%RUGHU#3URKLELWRU\#,QMXQFWLRQ#LQ#'XWFK#3DWHQW#/DZµ/#,,&/#9RO1#59/

1R18/#4<<8/#S1957# #なお、共同被告のなかには、締約国以外の国の者も存在し、その者に対してはブ

ラッセル・ルガノ条約第9条+4,と同趣旨のオランダ民事訴訟法第459条+:,が根拠とされる。その意味で、

オランダの判例はブラッセル・ルガノ条約の枠を超えて差止めを認めている。
<8#&KLURQ#Y1#(YDQV事件（ハーグ地方裁判所4<<:年8月47日判決）。その論理は、オランダ国外の者の

オランダでの行為がオランダ特許を侵害していると同時に、同じ被告がオランダ国外で外国特許を侵

害したというものである。ただし、ハーグ特許控訴裁判所の%ULQNRI長官は、この問題を否定的に解し

ていたという（*LHOHQ/#&1/#´/LWLJDWLRQ#3DWHQWV#LQ#WKH#1HWKHUODQGV=#3URFHGXUH#DQG#&URVV0%RUGHU

(IIHFWV>#ZKHUH#GR#ZH#VWDQG#"µ#3DWHQW#:RUOG/#'HF#4<<:#2#-DQ#4<<;/#S165の指摘による）。なお、同論

文ではオランダの判例につき詳細に紹介・検討している。
<9#%HUWUDPV前掲論文（注<7）、965頁、は、4人の者が複数の国の特許を同時に侵害した場合、それ

ぞれの国で訴訟を提起しなければならないのは煩瑣であるし、4つの法廷地で裁判すれば、紛争を早く、

効率的に解決できるメリットがあることは確かであるという。



68

ブラッセル・ルガノ条約の解釈として、第 9 条+4,や第 8 条+6,を根拠にオランダ国外で生

じた損害について審理したり、差止めを命じることはできるのかという批判がある。

例えば、第 9 条+4,に関し、関連性の要件<:を満たしているかとの指摘<;である。また、名

誉毀損事件における第 8条+6,に基づく管轄の範囲に関するヨーロッパ司法裁判所（(&-）の

6KHYLOO事件判決<<との関係がある。この事件は、フランスの新聞社の記事がイギリス人の原

告の名誉を毀損し、原告がイギリスの裁判所に訴訟を提起した事件である。ヨーロッパ司法

裁判所（(&-）は、

「複数の締約国において頒布された新聞記事による名誉毀損事件の場合には、被害者は出版者に対

する損害賠償の訴えを、名誉毀損的な出版物の出版者が事業所を有する地の締約国の裁判所に提起

することもできる（原因事実地）。そこは名誉毀損により生じた損害の全体の賠償について管轄をも

つ。また、出版物が頒布され被害者がその評判に対する侵害を被ったとされる各締約国の裁判所に

提起することもできる（結果発生地）。そこは受訴裁判所所属国で生じた損害に関して審理するにつ

いてのみ管轄を有する」。

と判示した。

多くの論者は、この判決の論理によれば、オランダの裁判所はオランダ国外で生じた損害

について管轄をもたず、国境を越える差止めはできないはずであると指摘する。

ブラッセル・ルガノ条約の解釈に関しては、6KHYLOO事件との関連とは別に、オランダの判

例の立場は法廷地漁り（IRUXP# VKRSSLQJ）につながるとか433、原告にとっては一挙に訴訟す

ることができて便利だとしても、それが被告にとって好ましいかどうかはわからない434ので、

###############################################
<:#第9条+4,を根拠にオランダ国外の者を共同被告とするには、「各被告への請求内容に、判決の矛盾

（LUUHFRQFLODEOH#MXGJHPHQWV）の危険を回避するために併合して審理することが適切な程度の関連

性」が要件とされる（ヨーロッパ司法裁判所（(&-）の.DOIHLV事件判決（$WKDQDVLRV#.DOIHOLV#Y1

%DQNKDXV#6FKURGHU/#0XQFKPH\HU/#+HQJVW#DQG#&R1/#(&5#8898#+4<;;,）。
<;#2·VXOOLYDQ/#*1/#´&URVV0%RUGHU#-XULVGLFWLRQ#LQ#3DWHQW#,QIULQJHPHQW#3URFHHGLQJV#LQ#(XURSHµ/#45

(1,13151/#4<<9/#S196:# #前述のように、イギリスの)RUW#'RGJH事件判決は、対象となる権利が異なる場

合、判決の矛盾を回避する必要はないとしている。もっとも、*LHOHQによれば、オランダの判例

（$PHUVKDP#Y1#,&1#ハーグ地方裁判所4<<9年8月58日判決）にはこの趣旨の被告の抗弁を明示的に

否定したものがあるという（*LHOHQ/#&1/#´/LWLJDWLRQ#3DWHQWV#LQ#WKH#1HWKHUODQGV=#3URFHGXUH#DQG

&URVV0%RUGHU#(IIHFWV>#ZKHUH#GR#ZH#VWDQG#"µ#3DWHQW#:RUOG/#'HF#4<<:#2#-DQ#4<<;/#S164）
<<#)LRQD#6KHYLOO#Y1#3UHVVH#$OLDQFH#6$/#$OO#(5#+(&,#5;<#+4<<8,# #この判決の評釈として、中西康、「出

版物による名誉毀損事件の国際裁判管轄に関する欧州裁判所4<<8年6月:日判決について」、法学論叢

475巻第8・9号、4<<;年がある。
433#%HUWUDPV/#+1/#´7KH#&URVV0%RUGHU#3URKLELWRU\#,QMXQFWLRQ#LQ#'XWFK#3DWHQW#/DZµ/#,,&/#9RO1#59/

1R18/#4<<8/#S1967
434#0HLERP/#:1#91#DQG#+1#3LW]/#´&URVV0ERUGHU#,QMXQFWLRQV#LQ#,QWHUQDWLRQDO#3DWHQW#,QIULQJHPHQW
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オランダの裁判所のような解釈は問題であるとする指摘もある。

仮に条約の解釈上管轄があるとしても、その行使にはより慎重であるべきという批判も多

い。例えば %HUWUDPVは、「オランダの判例は、国境を越える差止めが、差止めを受ける国

の法の下で可能か、差止命令が承認・執行される可能性はどうかなどにつき十分検討せずに

差止命令を発するが、これは行き過ぎである」とし435、「法の国際的調和（KDUPRQL]DWLRQ）

はある程度進んでいるとしても、ヨーロッパ特許は各国の特許の束にすぎないので、（実体

法である）特許法は各国で異なる。（手続法である）民事訴訟法、証拠法はそれ以上に各国で

大きく異なる」ことを指摘する。そして、「国境を越える差止めは、極めて例外的な場合に

限定されるべき」という103# 437。

# #なお、オランダの判例のような立場をとると、侵害訴訟の被告が、別途、権利付与国で特

許無効確認訴訟を提起した場合、外国特許の侵害訴訟を審理している裁判所はどうすべきか

という問題が生じる（)RUW#'RGJH事件では、オランダで侵害訴訟提起後、イギリスで無効訴訟が提

起された）。このような場合、侵害訴訟を審理する裁判所は訴訟手続を停止して、無効確認

訴訟の決着を待つことができる（義務はない）との意見がある438。

特許侵害訴訟の専属管轄性を否定した場合、ドイツのように特許庁を被告とする無効訴訟

による判決がなければ、特許を無効にすることができず、侵害訴訟においても特許無効の抗

#################################################################################################################################################
3URFHHGLQJVµ/#;#(1,13151/#4<<:/#S17:4は、この結果、本来の住所地で訴えられる被告と9条+4,により共

同被告として引き込まれた被告との間で不平などが生じるとして批判する。
435#%HUWUDPV/#+1/#´7KH#&URVV0%RUGHU#3URKLELWRU\#,QMXQFWLRQ#LQ#'XWFK#3DWHQW#/DZµ/#,,&/#9RO1#59/

1R18/#4<<8/#S1967/#SS19640965
436#$56事件判決のように、各国法の内容を精査することなしに、オランダ法と同一であるとすること

にも問題があろう。
437#石黒教授も、「外国著作権侵害についての審理が原則として可能である、との見解が採用されたと

しても、…かかるケースにおいて、損害賠償の問題と差止の問題とはジュリスディクション（国際裁

判管轄）の決定上、区別して取り扱われるべきである」とし、「両当事者の関連諸行為の重点が明確

に法定地国に所在する場合はともかくとして、外国での行為を差止める命令を発生することに対して

は、極めて慎重であるべきである」との立場を採っている（石黒一憲、『国際知的財産権─サイバー

スペースYV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;年、7:07;頁）。
438#7ULWWRQ/#*1/#-XULVGLFWLRQ#DQG#,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\#+,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\#LQ#(XURSH,/#/RQGRQ

6ZHHW#)#0D[ZHOO/#4<<9/#S1:85/#:8<

# #ブラッセル・ルガノ条約第55条は「関連する訴訟が異なる締約国の裁判所に提起された場合におい

て、いずれの訴訟も第一審に係属しているときは、後に訴えを提起された裁判所は手続を中止するこ

とができる」と定めるが、このようなケースでは、オランダの裁判所に先に係属しているからこの規

定には当てはまらないが、7ULWWRQは各国の訴訟法の解釈としてそのように考えるべきだという。
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弁を認めない法制との関係をどう考えるかという問題も生じる439。

# #以上のように、ヨーロッパにおいては、外国特許侵害訴訟の管轄に関しオランダの判例が

国境を越えて差止めをしていることに関心が集まっている。これに対して、イギリスの考え

方は属地主義を厳格に解し、外国特許侵害訴訟の管轄を狭く解釈するものといえよう43:。

)RUW#'RGJH 事件はこうした状況から生じたものである。これに対するヨーロッパ司法裁判

所判決の行方が注目される。

###############################################
439#茶園成樹、「外国特許侵害事件の国際裁判管轄」『日本工業所有権法学会年報』、第54号、有斐閣、

4<<;年は、この点を詳しく扱っている。
43:#ドイツの下級審判決（デュセルドルフ地方裁判所4<<9年4月49日判決）には、オランダの判例と同

様、国境を越える差止めを認めるものがある（岩田哲幸、「英国特許侵害事件について─ドイツ裁判

所に裁判管轄が認められたケース」、$,33,、75巻8号、4<<:年）。また、フランスには、国境を越

える差止めを認めたオランダの判決の承認・執行を認めた例（パリ控訴裁判所4<<7年4月5;日）があ

るという（*U\QZDOG/#$1（鳥羽みさを訳）、「ヨーロッパにおけるクロスボーダーインジャンクショ

ン─国境を越える差止」、$,33,、第75巻第8号、4<<:年）。
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　F1#インターネットにおける裁判管轄

ヨーロッパでは、アメリカ合衆国のようにインターネットにおける裁判管轄について判例

が数多く出ているわけではない。最近紹介された事例として、イギリスの0HFNOHUPHGLD事

件がある。ここで問題とされているのは、内国の知的財産権侵害について外国の者を被告と

することができるかについてである。

イギリスでは、属地主義的な考え方から外国特許に関する事件を扱うことには消極的であ

る。しかし、内国特許の侵害に関し外国の者を被告とすることに消極的なわけではない43;。

0HFNOHUPHGLD 事件においても、ドイツの会社のウェブサイトにつき、ブラッセル条約第 8

条+6,に基づき、不法行為地はイギリスであるとして管轄を肯定した。

＜0HFNOHUPHGLD#&RUSRUDWLRQ#Y1#'&#&RQJUHVV#*PE+事件の高等法院大法官部+&KDQFHU\#'LYLVLRQ,

の判決（4<<:年 6月 :日）＞43<

【事案】#親会社である原告 0HFNOHUPHGLD 社（アメリカ合衆国法人）は、4<<6 年からアメリカ合衆国

で「,QWHUQHW#:RUOG」という雑誌を発刊していた。また、「LQWHUQHW0ZRUOG# FRP」および

「LZRUOG1FRP」の２つのドメイン名でウェブサイトを開設しており、これらのウェブサイトに

アクセスした者は誰でも、「,QWHUQHW#:RUOG」の名称が使用されていることが認識可能であっ

た。イギリスの子会社は、4<<7 年から、イギリスにおいてライセンス契約を締結した企業と

共同で、「,QWHUQHW#:RUOG#DQG#'RFXPHQW#'HOLYHU\#:RUOG」等の名称で、WUDGH#VKRZを 6回

開催し、宣伝により参加募集を行っていた。この際、「,QWHUQHW#:RUOG」の JRRGZLOO は全て

アメリカ合衆国の親会社である原告0HFNOHUPHGLD社に属する旨の合意がなされていた。また、

アメリカ合衆国の親会社のウェブサイトを閲覧すれば、WUDGH# VKRZ および雑誌「,QWHUQHW

:RUOG」の宣伝も閲覧することができた。他方、被告 '&#&RQJUHVV#*PE+社（ドイツ法人）も

また、「,QWHUQHW#:RUOG」の名称を使ってドイツにおいて WUDGH#VKRZを開催していた。この

VKRZを宣伝するため、英語・ドイツ語によるレター、パンフレットを準備し参加が見込まれ

る者に送付しており、同時に ,QWHUQHW#:RUOGのドメイン名でウェブサイトも開設していた。

原告0HFNOHUPHGLD社は、被告 '&#&RQJUHVV#*PE+社の行為は原告の JRRGZLOOを侵害する

詐称通用（SDVVLQJ#RII）であると主張し訴訟提起した。これに対し被告 '&#&RQJUHVV#*PE+社

は、イギリスの裁判所には本事件に関する管轄がないと主張し、さらに、ドイツで登録した被

告の「,QWHUQHW#:RUOG」の商標権を、原告とライセンス契約を締結したドイツの会社が侵害し
###############################################
43;#3URFWHU#)#*DPEOH事件では、ドイツの会社に対する管轄につき、同社の行為そのものは国外で行

われていても、イギリスの子会社と共同でイギリス特許を侵害している以上、ブラッセル条約第8条+6,

に基づく不法行為管轄が肯定されるとした。すなわち、特許の属地的効力から、外国での行為は内国

特許の侵害にならないという考え方はとっていない。
43<#6#:1/151#7:<#+&K1#4<<:,
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たことに対する関連訴訟が先にドイツの裁判所に提起されていたことを理由に、ブラッセル条

約第 54条・55条に基づき訴訟の中断を求めた。

【判旨】#管轄を肯定し、被告の申立を棄却した。

　「当裁判所の管轄を肯定するためには、審理すべき重要な問題（VHULRXV# TXHVWRQ）の存在が

要件となる。本件において、被告の行為が公衆を誤信させ、『,QWHUQHW#:RUOG』という原告の

JRRGZLOOを侵害したことになるかどうかは、その審理すべき重要な問題に当たる。…ブラッセ

ル条約第 5条は被告の居住地が加盟国内であれば、被告の居住地を法廷地として定めているが、

第 8条+6,では、原告に不法行為地（WKH#SODFH#ZKHUH#KDUPIXO#HYHQW#RFFXUUHG）の裁判所で訴訟提

起する選択権を与えている。しかも、イギリスにおける JRRGZLOOの侵害（(QJOLVK#WRUW#RI#SDVVLQJ

RII）に関しては、原告に対する害悪は、イギリスにおける原告の JRRGZLOO およびイギリスに

おける原告の名声（UHSXWDWLRQ）に与える害悪、すなわち原告が請求するイギリスの財産権に

直接効果を与える害悪となるため、不法行為地はイギリスになる」とした。

# #上記審理すべき重要な問題の判断に際し、裁判所は、商標権の存在、不当表示

（PLVUHSUHVHQWDWLRQ）の行為、損害の発生の 6つを必要としている。

# #①「原告は、WUDGH# VKRZの実施等により、『,QWHUQHW#:RUOG』という言葉について、イギ

リスの商標権（H[WHQVLYH#JRRGZLOO）を取得したといえる」とした。

# #②「次の要素は、被告による不当表示（PLVUHSUHVHQWDWLRQ）である。被告 '&#&RQJUHVV#*PE+

社もまた、『,QWHUQHW#:RUOG』の名称を使ってドイツにおいて WUDGH#VKRZを開催していた。

この VKRZを宣伝するため、英語・ドイツ語によるレター、パンフレットを準備し参加が見込

まれる者に送付しており、同時に『LQWHUQHW0ZRUOG1GH』のドメイン名でウェブサイトも開設し

ていた。このような被告 '&#&RQJUHVV#*PE+社の行為は、純粋に国内の事件としてみなすこ

とはできない…イギリスを含め、国際的なビジネスを手がけたものである。イギリスに限って

いえば、被告は、ロンドンで配布した原告の『,QWHUQHW#:RUOG』WUDGH# VKRZのカタログに掲

載された企業や個人の住所や名前をデータベース上に載せた。このことは、被告 '&#&RQJUHVV

*PE+社も認めている。また、WUDGH# VKRZ のパンフレットに、VKRZ への参加が見込まれる

者のリストを載せていることから、被告は、意図的に原告0HFNOHUPHGLD社の WUDGH#VKRZに

関心がある者をねらっていたと思われる」とした。

# #③「被告 '&#&RQJUHVV#*PE+ 社による『,QWHUQHW#:RUOG』の名称の使用によって、原告

0HFNOHUPHGLD 社の JRRGZLOO に損害が発生したとの印象を受けた。通常の人ならば、被告が

開催したドイツにおける WUDGH# VKRZと原告が開催した WUDGH# VKRZの間には、取引上の関係

があると感じるであろうから、イギリスにおける原告 0HFNOHUPHGLD 社の名声（UHSXWDWLRQ）

のかなりの部分は、被告の手中にあったといえる。…ドイツにおける被告の被告の全ての行為

は、…イギリスの管轄内で行われたものではない。しかし、詐称通用（SDVVLQJ# RII）に関する

イギリス法に関する事件である限りは、管轄外のものとして片づけることはできない。公衆を

誤信させることによって JRRGZLOOを侵害するような行為は、詐称通用とみなすことができる。

外国から詐称通用行為を行ったからといってその責任を免れることはできない」とした。

# #また、ブラッセル条約第 54条・55条に基づき訴訟の中断が認められるかについて、「イギ
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リスにおける訴因がイギリスの JRRGZLOO 侵害に関するものであるのに対し、ドイツにおける

訴因はドイツで登録された商標権侵害に対するものであるため、訴因は異なる。また、ドイツ

に居住する被告によって訴訟提起された当事者は、単に原告のライセンス契約の相手方にすぎ

ず、イギリスの訴訟手続とドイツの訴訟手続間とで同一当事者の訴訟手続とはならない。した

がって、ブラッセル条約第 54条は、被告申立のようなイギリスの訴訟手続中断に適用されな

い。…ドイツでの訴訟で被告が勝訴するかどうかはイギリスにおける訴訟手続に影響を与える

ものではないため、判決矛盾の危険性はない。ドイツでの訴訟手続が実質的に訴訟上の内部手

段であるかは疑問である。ブラッセル条約第 5条では、被告の居住地であるドイツの裁判所に

管轄を認めているが、本条項はドイツにおいて JRRGZLOO 侵害について訴訟可能であると認め

たわけではない。このような状況の下では、イギリスの裁判所がブラッセル条約第 55条に基

づき、訴訟を中断するか管轄を否定するかの裁量権を有するものではない」とした。

この判決は、ドイツ法人である被告の行為により、イギリスで商標侵害による損害が発生

したとして、ブラッセル条約第 8 条+6,の不法行為地を根拠に管轄を肯定している。この判

決では、被告の行為としては、ウェッブサイトによる宣伝のほかに、被告の WUDGH# VKRZの

宣伝のためのレターやパンフレットの送付も認定されている。受動的なウェブサイトの開設

だけで管轄が肯定されるとの考え方はとられていないといってよいであろう110。

###############################################
443#&RKHQ/#61/#´-XULVGLFWLRQ#2YHU#&URVV#%RUGHU#,QWHUQHW#,QIULQJHPHQWVµ/#(1,13151/#4<<;/#S15<:

# #*ULQJUDV/#&1/#7KH#/DZV#RI#WKH#,QWHUQHW/#%XWWHUZRUWKV/#4<<:/#S148<
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+7,#準拠法

# #国際裁判管轄の問題とは別に「どこの国の法を適用するか」という準拠法の問題がある。

国際裁判管轄が各国の国内法によって定められているのと同様、準拠法の決定のルール（国

際私法または抵触法と呼ばれる）も各国（法廷地国）がそれぞれの国内法によって定められてい

る。

石黒教授は、「伝統的な見解によれば、国際的な著作権侵害の準拠法は、保護が求められ

る国の法、一層正確には、侵害地の法（OH[#SURWHFWLRQLV）」であると指摘する111。また、「（こ

の保護国法主義は）突き詰めれば侵害地法（WKH#ODZ#RI#WKH#FRXQWU\#LQ#ZKRVH#WHUULWRU\#WKH#DFW#RI

LQIULQJHPHQW#WRRN#SODFH）、すなわち不法行為法（OH[# ORFL#GHOLFWL）によるとの一般の国際私法

のルールに沿うものであると把握することが出来るとされている。そうなると、一般の不法

行為準拠法の決定112の際と同様、行動地法、結果発生地法のいずれによるか、といった類の

問題に突きあたる」113と指摘している。

このような見解によれば、特許の侵害地の法が準拠法になることになろう。ここでいう侵

害地（不法行為地）が、行動地なのか結果発生地なのかという問題については、製品の流通

###############################################
444#石黒一憲、『国際知的財産権─サイバースペース# YV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;

年、68頁
445#日本では、法例第44条は不法行為地法主義を採用したものとし、行動地と結果発生地が異なる場合

に「不法行為地」をどのように理解するかにつき、行動地説と結果発生地説が主張され、後者が「多

くの支持を得てきた」が、「行動地か結果発生地のいずれかに画一的に決定することは、多様な不法

行為に十分対応することができないという理由から、不法行為の種類に応じて」決定すべきであると

の意見も有力になっている（佐野寛、「法例における不法行為の準拠法」、ジュリスト4476号、4<<;

年、84085頁）。イギリスにおいては、3ULYDWH#,QWHUQDWLRQDO#/DZ#+0LVFHOODQHRXV#3URYLVLRQV,#$FW#4<<8

第44条に、不法行為の準拠法は不法行為地法によることが規定された。同条では、財産権侵害（GDPDJH

WR#SURSHUW\）については、当該財産が存在する場所を不法行為地とする（+E,）ほか、最も関係が深い

要素（PRVW#VLJQLILFDQW#HOHPHQWV）が生じた地を不法行為地とする++F,,旨定められている。また、第

45条では、例外として、種々の事情を総合的に考慮して不法行為地以外の国の法を準拠法とする場合

もある旨を定める（*ULQJUDV/#&1/#7KH#/DZV#RI#WKH#,QWHUQHW/#%XWWHUZRUWKV/#4<<:/#S145:）。これに対

し、アメリカ合衆国では、「関係する州の統治利益（JRYHUQPHQWDO#LQWHUHVW）の強さを勘案して準拠

法を決定する」という方法がとられており（石黒一憲、『現代国際私法#上』、東京大学出版会、4<;9

年、93頁以下、判例として%DEFRFN#Y1#-DFNVRQ/#45#11<1#5G#7:6#+4<96,）、不法行為地の法が適用され

るとは必ずしも捉えられていない。4<:4年の第5次リステイトメント（$PHULFDQ#/DZ#,QVWLWXWH/

5HVWDWHPHQW#RI#WKH#/DZ/#6HFRQG/#&RQIOLFWV#RI#/DZ/#9RO14/#4<:4）第478条以下、%XUQVWHLQ/#01#51/

´1RWHV#=#&RQIOLFWV#RQ#WKH#1HW#=#&KRLFH#RI#/DZ#LQ#7UDQVQDWLRQDO#&\EHUVSDFHµ/#5<#9DQGHUELOW#-RXUQDO

RI#7UDQVQDWLRQDO#/DZ/#4<<9/#SS1<50<7。
446#石黒一憲、『情報通信・知的財産権への国際的視点』、国際書院、4<<3年、8<頁
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している地を損害発生地として、その国の法が適用されていると考えてよいだろう114。例え

ば、本稿で紹介した判例で外国特許侵害について管轄があるかという問題を扱ったオランダ

の$56事件やイギリスの3URFWHU# )#*DPEOH事件などでは、製品の製造や販売などが外国で

行われている場合に、当該外国の特許法を適用することを前提としていると思われる115。ア

メリカ合衆国の+RQH\ZHOO事件や0DUV事件も同様である。実際、特許侵害に関し、準拠法

が争われた例は極めて少ないように思われる116。

サイバースペース（インターネット）117には現実世界の場所的な概念があてはまらないとの

考え方をもとに、「サイバースペースは、物理的で地理的に定義された諸領域を規律する諸

法とは極めて異なる諸ルールの体系を要求する」という主張がある118。このような考え方に

よれば、特許侵害に関して侵害地の法を適用することには必ずしもならないだろう。

このようにサイバースペースには現実世界の場所的な概念があてはまらないことを強調

し、新たなルールの必要性を主張する論文のなかには、サイバースペースの自治を示唆し119、

###############################################
447#石黒教授は、『国際知的財産権─サイバースペース# YV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;

年、96頁で、「（知的財産権の）侵害の実体判断および救済については、基本的に当該権利の属する

国ごとに分けて考えざるをえない」と指摘している。
448#これらの判例は、準拠法について言及しているわけではないので、損害発生地の法を準拠法とする

と明言しているわけではない。
449#例えば、多くの判例を紹介している&KLVXP/#'1#61/#3DWHQWV/#9RO19/#0DWWHZ#)#%HQGHU/#4<<7でも、

準拠法が争われた判例は紹介されていない。なお、,WDU07DVV#5XVVLDQ#1HZV#$JHQF\#>#,WDU07DVV#8161$1/

DQG#)URPHU#)#$VVRFLDWHV/#,QF1/#$UJXPHQW\#,#)DNW\#>#0RVNRZVNLH#1RYRVWL#.RPVRPRO06ND\D

3UDYGD#>#8QLRQ#RI#-RXUQDOLVWV#RI#5XVVLD#>#(NKR#3ODQHW\#>#0HJDSROLV#([SUHVV#>#%DODJDQ#,VUDHOL

&RPLF#0DJD]LQH#>#0RVNRZVN\#.RPVRPROHWV#>#$5#3XEOLVKLQJ#&R1/#,QF1#DQG#<HYJHQ#,1#)URPHU/#Y1

5XVVLDQ#.XULHU/#,QF1/#2UHJ#3RJUHEQR\/#7:#81613141#5'#+%1$,#4;43#+5QG#&LU1#4<<;,は、アメリカ合

衆国における著作権侵害事件において、ロシア法を適用している。もっとも、その理由は必ずしも明

らかではない。
44:#サイバースペースという用語は、コンピュータ・ネットワークを通じ、「空間内とは異なる認識上

の世界としてネットワークの参加者たちに共有され、それ自体が4つの社会を構成する」場合のその空

間を指す（岩村充、『電子マネー入門』、日経文庫、4<<9年、44頁）。これに対して、インターネッ

トは複数のコンピュータ・ネットワークが接続されて構成され、地球的規模のネットワークを指す（平

野晋・牧野和夫、『［判例］国際インターネット法─サイバースペースにおける法律常識』、プロス

パー企画、4<<;年、633頁）。このため、インターネットによって作り出された世界は、サイバース

ペースの一部ということができる。
44;#-RKQVRQ/#'1#51#DQG#'1#3RVW/#6XUYH\LQJ#/DZ#DQG#%RUGHUV#=#/DZ#DQG#%RUGHUV07KH#5LVH#RI#/DZ#LQ

&\EHUVSDFH/#7;#6WDQ1#/1#5HY1#469:/#4<<9/#S146;6

# #%XUQVWHLQ/#01#51/#´1RWHV#=#&RQIOLFWV#RQ#WKH#1HW#=#&KRLFH#RI#/DZ#LQ#7UDQVQDWLRQDO#&\EHUVSDFHµ/#5<

9DQGHUELOW#-RXUQDO#RI#7UDQVQDWLRQDO#/DZ/#4<<9/#S1:8/#;4
44<#-RKQVRQ#DQG#3RVW前掲論文（注44;）が「我々はネットワーク（7KH#1HW）が自分自身のための有
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各国がそれぞれ異なる内容の法をサイバースペースに適用しようとすることが、分権的構造

をもつインターネットの発展を阻害すると論じるものも多い120。しかし、サイバースペース

の自治の主張は、現在の法体系に代わる新たなルールを具体的に提示しているわけではない。

他方、上記のようなサイバースペースにおける新たなルールとして、知的財産権侵害に関

し、送信地法（OH[#RULJLQV）を準拠法とすることを示唆する主張もある121。送信地法を準拠法

とする考え方は、(&委員会のグリーンペーパー122や衛星・ケーブル指令123で採り入れられて

いるという124。

しかし、これらの主張への反対も強い125。第4に、サイバースペースには現実世界の場所的

な概念があてはまらないとして新たなルールを必要とする主張自体への批判である126。石黒

#################################################################################################################################################
効な法的諸問題を発展させ得ると信ずる」と述べる（S146;:）ように、こうした立場はサイバースペ

ースの自治（VHOI#JRYHUQDQFH）を主張し、政府などの介入を極力否定する傾向がある。この点につい

ては、平野晋・牧野和夫、『［判例］国際インターネット法─サイバースペースにおける法律常識』、

プロスパー企画、4<<;年に詳しい。
453#-RKQVRQ/#'1#51#DQG#'1#3RVW/#6XUYH\LQJ#/DZ#DQG#%RUGHUV#=#/DZ#DQG#%RUGHUV07KH#5LVH#RI#/DZ#LQ

&\EHUVSDFH/#7;#6WDQ1#/1#5HY1#469:/#4<<9/#S1#469:/#46:8/#46::

# #%XUQVWHLQ/#01#51/#´1RWHV#=#&RQIOLFWV#RQ#WKH#1HW#=#&KRLFH#RI#/DZ#LQ#7UDQVQDWLRQDO#&\EHUVSDFHµ/#5<

9DQGHUELOW#-RXUQDO#RI#7UDQVQDWLRQDO#/DZ/#4<<9/#S1:8/#;4/#S1<6
454#*LQVEXUJ/#-1#&1/#´*OREDO#8VH/#7HUULWRULDO#5LJKWV/#3ULYDWH#,QWHUQDWLRQDO#/DZ/#4XHVWLRQV#RI#WKH

*OREDO#,QIRUPDWLRQ#,QIUDVWUXFWXUHµ/#RUJDQL]HG#E\#:,32/#KHOG#LQ#0H[LFR#&LW\/#0D\#55057/#4<<8/

S16;6/#734

# #*HOOHU/#31#(1/#´&RQIOLFWV#RI#/DZV#LQ#&\EHUVSDFH#=#5HWKLQNLQJ#,QWHUQDWLRQDO#&RS\ULJKWµ/#77

-RXUQDO#RI#&RS\ULJKW#6RFLHW\#RI#WKH#8161$/#4<<:/#S18<808<:
455#&RPPLVVLRQ#RI#WKH#(XURSHDQ#&RPPXQLWLHV/#*UHHQ#3DSHU#=#&RS\ULJKW#DQG#5HODWHG#5LJKWV#LQ#WKH

,QIRUPDWLRQ#6RFLHW\/#&20#+<8,#6;5#ILQDO#+%UXVVHOV/#4<181#4<<8,/#S16;
456#&RXQFLO#'LUHFWLYH#<62;6#((&#RI#6HSWHPEHU#5:/#4<<6/#21-1(1&1#/#57;2481/#DUW1#41+5,+E,
457#なお、宇宙空間に関しては、宇宙条約第;条（発射物体に関する管理権、所有権と物体の返還）が

「発射された物体の登録国は、その物体が宇宙空間または天体上にある間、その物体およびその乗員

に対して管轄および管理の権限を保持する」旨を定める。これを根拠に、アメリカ合衆国では4<<3年

の特許法の改正で「同国が登録国となっている物体で作成、使用、販売された発明は、合衆国国内で

作成、使用、販売されたものとみなす」と規定（438条）し、宇宙空間にも特許法を適用する。
458#石黒教授は*LQVEXUJなどの議論を引用しつつ、詳細な反論を行っている（石黒一憲、『国際知的

財産権─サイバースペース# YV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;年、48086頁）。

# # )HQWLPDQ/#51/#´&RQIOLFWV#RI#/DZ/#0XOWLPHGLD#DQG#WKH#,QWHUQHW#=#*OREDO#&KDOOHQJH#IRU#/DZµ/

RUJDQL]HG#E\#,QWHUQDWLRQDO#)HGHUDWLRQ#RI#&RPSXWHU#/DZ#$VVRFLDWLRQV/#7KH#&RPSXWHU#)#/DZ/#KHOG

LQ#%UXVVHOV#=#-XQH#5:05;/#4<<9/#S16/#;/#</#5:も参照。
459#道垣内教授も「名誉毀損やプライバシー侵害については、それがサイバースペースへの書き込みに

よってなされたとはいっても、損害が生じるのは現実の世界であるから、利益が存在する地であって、

そのメッセージ・ボードからの情報が提供されたすべての地が損害発生地であり、その地の法が不法
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教授は、

# #「（このような問題は）、)HQWLPDQが正当に論ずるように、異なる種類のものではなく、（従来と

は）程度が異なるものとして把握されるべきである。ディジタル世界における諸現象と類似したそれ

らは、国際的な製造物責任やクロスボーダーな環境汚染事件において、被害者たちが数多くの国々

にばらまかれている場合、に見出し得る」こと、

# #「損害は、サイバースペースでではなく、リアルワールドで感じられる（生じる）ということであ

る。換言すれば、詳細は関連する個々の法システムに依存するにせよ、法的手続によって救済され

る損害は現実の世界において発生するものでなければならない…現実世界とサイバースペースとの

区別は、新たな抵触法システムの必要性を説明することに成功していない」こと、

を指摘している127。

# #第5に、送信地法などの提案に対する批判がある。送信国主義について、①それは旧時の

考え方への逆戻りにすぎない128、②双方向的なネットワークでは、送信地法主義は確実性を

もって適用されえない129、③送信地主義の前提は、保護の共通レベルの確立が前提で、そう

でなければ意図的な侵害者たちはできる限り保護レベルの低い国からの送信を求める結果

を招く130、④送信地国で下された判決の他の諸国での承認・執行の問題が残る131、などの指

摘がある。また、*LQVEXUJの提案するルール132についても、「送信地法主義に関して提起さ

#################################################################################################################################################
行為の準拠法となるということになる」としている（道垣内正人、「サイバースペースと国際私法」、

ジュリスト 444:号、4<<:年、96頁）。
45:#石黒一憲、『国際知的財産権─サイバースペース# YV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;

年、59頁
45;#石黒前掲書（注45:）、69頁

# # )HQWLPDQ/#51/#´&RQIOLFWV#RI#/DZ/#0XOWLPHGLD#DQG#WKH#,QWHUQHW#=#*OREDO#&KDOOHQJH#IRU#/DZµ/

RUJDQL]HG#E\#,QWHUQDWLRQDO#)HGHUDWLRQ#RI#&RPSXWHU#/DZ#$VVRFLDWLRQV/#7KH#&RPSXWHU#)#/DZ/#KHOG

LQ#%UXVVHOV#=#-XQH#5:05;/#4<<9/#S1<

# #なお、このような批判があることについては、*LQVEXUJ（*LQVEXUJ/#-1#&1/#´*OREDO#8VH/#7HUULWRULDO

5LJKWV/#3ULYDWH#,QWHUQDWLRQDO#/DZ/#4XHVWLRQV#RI#WKH#*OREDO#,QIRUPDWLRQ#,QIUDVWUXFWXUHµ/#RUJDQL]HG

E\#:,32/#KHOG# LQ#0H[LFR#&LW\/#0D\# 55057/# 4<<8/#S16;9/# 6<9/# 734）および*HOOHU（*HOOHU/#31#(1/

´&RQIOLFWV#RI#/DZV#LQ#&\EHUVSDFH#=#5HWKLQNLQJ#,QWHUQDWLRQDO#&RS\ULJKWµ/#77#-RXUQDO#RI#&RS\ULJKW

6RFLHW\#RI#WKH#8161$/#4<<:/#S18<808<:）も自認している。
45<#石黒前掲書（注45:）、69頁
463#石黒前掲書（注45:）、6:頁。
464#石黒前掲書（注45:）、6:頁

# # )HQWLPDQ前掲論文（注45;）、7頁。
465#「法廷地国が、侵害行為あるいは行為が発生した国であるか、被告の居住地国、被告の国籍所在国、

または被告の住所がある国であるか、被告が事実上ビジネスの本拠地を維持している国であるならば、

…その法廷地法を適用する」としている（*LQVEXUJ/#-1#&1/#´*OREDO#8VH/#7HUULWRULDO#5LJKWV/#3ULYDWH
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れた諸問題の大多数は、彼女のルールの最初の部分にも残るように思われるし、被告が法廷

地国に国籍、住所地、居住地または実効的な事業拠点を有していることが準拠法決定上の十

分なネクサスを意味するか否かは個別ケースの事情に依存する」として、これも侵害地法主

義に代わりうるものでないとする133。

# #サイバースペースを流通する情報について、①特別な基準を必要としないとする石黒教授、

道垣内教授の考え方、②新しい準拠法決定の基準を作るべきであるとする*LQVEHUJ、*HOOHU

の考え方、③サイバースペースの自治を主張する-RKQVRQ#)#3RVW、%XUQVWHLQの考え方があ

る。インターネットに代表されるサイバースペースにおける情報の流通は、これまでとは格

段に異なった情報の流れを示しているのであり、その点について特段の配慮がなされるべき

である。石黒教授は、準拠法の決定について、サイバースペースについての一般的な新しい

基準の定立に疑問を呈しているものの、サイバースペースにおける情報の流れについて配慮

することまで反対しているとは解釈すべきではないと思われる。②の考え方からは、送信地

法を準拠法とするなどの提案がなされているが、新しい準拠法決定の基準として共通の理解

を提示できていない状況にあるとみてよいであろう。③については、全く新しい考え方であ

り、その解決が自治的に行われるために生じる種々の問題についての検討が必要である。い

ずれにせよ、サイバースペースは成長途上にあり、サイバースペースに関する法の研究は始

まったばかりである。今後の議論の進展に注目する必要があろう。

#################################################################################################################################################
,QWHUQDWLRQDO#/DZ/#4XHVWLRQV#RI#WKH#*OREDO#,QIRUPDWLRQ#,QIUDVWUXFWXUHµ/#RUJDQL]HG#E\#:,32/#KHOG

LQ#0H[LFR#&LW\/#0D\#55057/#4<<8/#S1735）。
466#石黒一憲、『国際知的財産権─サイバースペース# YV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;

年、6:06;頁。このほか、同論文では、*HOOHUの議論について、抵触法革命後の方法論であるファンク

ショナル・アナリシスによっているようにみえるが、そうであれば「その帰結はおそらく異なるもの

になるであろう」との批判（5;063頁）、3OD\PHQ事件における差止命令につき、「抵触法上の諸問題

がアメリカ司法制度の深みにメルトダウンしてしまっ」ており、「かかる域外的な命令が専ら法廷地

法に基づいてなされうるか否かを、問うことが許されるべき」との批判（77頁）などがされている。
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　3．外国における行為への特許法の適用

　+4,#日本における国外の行為への特許法の適用

　日本の代表的学説によれば、日本の特許の効力は日本国内に限られるものと考えられてい

る。中山教授は「特許権の効力は、日本国内においてのみ効力を有しており、その効力は外

国には及ばない」としている467。この考え方によると、日本の特許によって保護されている

発明が国外で実施されたとしても、特許の侵害とはならないことになる。この考え方は、直

接侵害でも間接侵害でも異なるところはない468。このように考えることには理由がないわけ

ではない。日本の特許は、日本の産業政策に基づいて、国内において特許の対象となってい

る発明に対する排他的な権利を認めるものであるから、国外における行為には特許の効力を

及ぼすべきではない、と考えることができるからである469。そして、特許の効力が及ぶ物が

税関を通って流通している場合には、輸入のときに、水際で権利行使をすれば、その保護と

して十分であると考えられる。

　しかしながら、特許の効力が及ぶ物が税関を通過しているけれども、通信販売のように少

量で輸入される場合は水際で権利行使をすることは困難であるし、そもそも、オンラインで

流通するようなコンピュータ･ソフトウェアについては、水際における権利行使は期待でき

ない。また、情報システムが国際的なネットワークを利用して構築されることが可能になっ

たために、国境を越えた特許の実施が行われる場合、水際そのものが存在しないということ

もできる。

　このような状況で、従来の考え方を踏襲すると、①特許の対象とされているコンピュー

タ・ソフトウェアを外国において生産され、日本の個人客に向けて記録媒体に格納されて輸

出された場合、②特許の対象とされているコンピュータ･ソフトウェアが日本の個人客に対

してオンラインで販売された場合、③システムの一部が外国において実現されている場合の

いずれに関しても、外国で行われている行為には特許の効力が及ばないとしている以上、特

許の侵害にならないことになりそうである。

###############################################
467#中山信弘、『工業所有権法#上#特許法［第5版］』、弘文堂、4<<;年、647頁

# #反対説として、松本直樹、「特許権の効力に関する国際的問題（5）」、特許管理# YRO1#76#1R17、4<<6

年、789頁がある。なお、同論文は、特許法の地理的効力の問題のほか、国際裁判管轄、準拠法の問題

について日米比較を行っている。
468#中山教授は、間接侵害のところで、外国における間接侵害行為については触れていない。
469#特許を与える要件としての新規性あるいは進歩性について国内における公知、公用を判断の前提と
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　このような場合に特許の侵害にならないとすると、コンピュータ･ソフトウェアなどの特

許の保護が不十分なものとならざるをえない。外国からの輸出が日本への「輸入」であると

いう解釈論をとっても46:、外国からのコンピュータ･ソフトウェアの送信を特許の侵害とす

ることは難しい。特許の対象となっているシステムの一部が外国にある場合でも、国内に存

在するシステムを実現するためのコンピュータ・ソフトウェアを記録した媒体やハードウェ

アがそのシステムを実現するためにのみ使用されるものである場合には、間接侵害（特許法

434 条）となる可能性があるが、そのためには、少なくとも、国内に専用のシステムの一部

が存在することが必要であろう。

　そこで、従来の考え方を変えて、外国における行為でもシステムの一部が日本に存在する

場合には、外国における行為にも特許の効力が及ぶと考えることができれば、システムの一

部が外国に存在する場合でも、特許の侵害が認められることになる。あるいは、日本に向け

られている限りでコンピュータ・ソフトウェアの生産が特許の侵害になると考えれば、特許

の存在する日本を被仕向地とするソフトウェアの生産が特許の侵害となるため、そのソフト

ウェアが媒体に格納されて輸入されても、ソフトウェアがオンラインで移転されても、特許

権を行使することはできるであろう。もっとも、この考え方はこれまでの考え方からの飛躍

的な転換を迫るものであり、日本の特許の効力を外国へ及ぼすことについての慎重な検討が

必要であろう。

　+5,#アメリカ合衆国における国外の行為への特許法の適用

　アメリカ合衆国の特許法第 5:4 条+D,46;は、直接侵害をアメリカ合衆国国内での生産・使

用・販売（申出）とアメリカ合衆国への輸入と規定している。しかしながら、判例では、実

施行為の一部が国外において行われている場合でも、特許の侵害になることを認めている。

　例えば、'HFFD事件では、ナビゲーション・システムについて、システムの一部が外国に

存在していても、特許の侵害は成立するとしている。

#################################################################################################################################################
していることはその現れであるということもできる。
46:#特許の対象とされている物が外国において生産され、日本の個人客に向けて輸出されている場合に

は、外国における輸出が日本への「輸入」であるとして、特許の侵害を認める解釈論も不可能ではな

いと思われる。ただし、このような考え方を採ったとしても、コンピュータ･ソフトウェアをオンライ

ンで日本国内へ送る行為については、コンピュータ･ソフトウェアの送信を物の輸入とすることは難し

く、とても特許の侵害とはいえないであろう。
46;#前掲注43参照
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＜'HFFD#/WG1#Y1#8161事件の連邦請求裁判所の判決（4<:9年 :月 <日）＞46<

【事案】#原告 'HFFD 社（イギリス法人）は、双曲的ラジオナビゲーションシステムと特に関係する発

明（船や飛行機があらかじめ設置された 6ヶ所以上のステーションからシグナルを受信し、それぞれの

シグナルの到着時間の差を利用して、自らの位置を確認する発明）についてのアメリカ合衆国の特許

を有している。被告アメリカ合衆国政府は、原告の特許と同じような原理で受信者が自らの位

置を知るための世界的規模の合衆国政府ナビゲーション・システム（2PHJD）を運用している。

原告 'HFFD社は、特許侵害を理由として損害賠償を請求裁判所に求めた。

【判旨】#原告の請求どおり差止命令を認めた。また控訴裁判所への上訴請求も棄却された。

裁判所は、「基本的な事実は、原告の請求要素のうちの 4つがアメリカ合衆国国外に存在する

ということである。つまり集合としての被告の装置は、本国の領域的限界の範囲内のみにある

わけではない。しかし、それがアメリカ合衆国国内で製造されたということは疑いようがない。

また、そのシステムはアメリカ合衆国の領域外にステーションを設置する必要があるが、それ

らには特定のアンテナなどの装置を作る必要がある。さらに、全体的にそのシステムが作動可

能になる最終的なステップが踏まれたのはアメリカ合衆国国内であったことは注目すべき点

である。したがって、ノルウェーステーションはノルウェーに設置されているが、そのステー

ションは、アメリカ合衆国国内にあるステーションと同期をとる必要がある。オメガシステム

全体は、少なくても本件のように特許侵害訴訟を目的とする際には、単一体とみなされなけれ

ばならない。また、その単一体の所在地はアメリカ合衆国領域にあるとみなさなければならな

い。なぜなら、アメリカ合衆国でそのステーションからの信号を確認し、継続的に監視し、そ

のようなシステムを設置したという意味で、ノルウェーステーションからの送信はアメリカ合

衆国によって管理されているといえるからである。つまり、ノルウェーステーションはノルウ

ェーに存在するが、このステーションから信号を受信する者は、実際そのステーションを『利

用』していることになり、そのような使用は信号がどこで受信されようと、クレームの内容を

利用したアメリカ合衆国における使用となる」と判示して、損害賠償請求を認めた。

　このように、'HFFD事件では、システムの一部が外国にある場合でも、アメリカ合衆国の

特許法を適用することを認めたけれども、+XJKHV 事件では、システムの一部が外国にある

場合に、アメリカ合衆国特許法の適用を否定している。

＜+XJKHV#$LUFUDIW#&R1#Y1#8161#事件の連邦請求裁判所の判決（4<<6年 ;月 49日）＞473

【事案】#原告+XJKHV#$LUFUDIW#&RPSDQ\（イギリス法人）は、衛星の回転安定姿勢のコントロール装

置に関するアメリカ特許を有していたが、その発明特許のアメリカ合衆国による無権限の利用、

あるいはアメリカ合衆国のための衛星の製造もしくは利用に対する賠償を求めて、連邦民事訴

###############################################
46<#877#)15G#43:3#+543#&W1&O1879#4<:9,
473#5<#)HG1&O1#4<:#+&W1&O1#4<<6,
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訟規則第 47<;条に基づき、被告アメリカ合衆国政府に対して訴訟を提起した。

【判旨】#請求一部認容。ただし、域外のものに関しては請求棄却。

# #「仮にアメリカ合衆国政府が実際にアメリカ国内で指示を出し、その指示を 67'1システ

ムの利用により衛星に送信していた場合は、アメリカ合衆国国内で『使用』していたと判断

する。アメリカ合衆国政府の役割がトラッキングとデータ収集のみを行う機能と、実際に指

示を出すような機能とに分けられているのが事実だとすると、特許はアメリカ合衆国国内で

使用されているという原告の主張は却下されることになろう。問題となっている他の４つの

『外国』の衛星とは異なり、$5,(/#8衛星はアメリカ合衆国の管轄下にないことは注目すべ

きである。アメリカ合衆国からの直接的なコントロールがないという事実は、アメリカ合衆

国との関係も薄いことを示す。さらに重要なことは、いわゆる『自国の管轄』あるいは『マ

スターステーション』がアメリカ合衆国にはないという事実である。…仮に発明がアメリカ

合衆国におけるコントロールポイントを通じてアメリカ合衆国の領域を越える手段となるな

らば、その特許の『使用』はアメリカ合衆国で生じたとみなされる。'HFFD 事件では、4 つ

以上の国で作用するシステムに特許侵害を申立てられた場合に、第 47<;条を適用する問題に

対して判断が下された。'HFFD 事件は、アメリカ合衆国とノルウェーの 5 ヶ所に設置された

世界規模のラジオナビゲーションシステムに関するものであったが、『マスター』ステーシ

ョンがアメリカ合衆国国内に存在したという理由で、裁判所はそのシステムはアメリカ合衆

国の領域内で『使用』されたとした。とにかく、オメガシステム全体は、少なくともここで

の特許訴訟の目的からすると、単一のものとみなさなければならないし、その単一体の場所

はアメリカ合衆国国内であるとみなさなければならない。…本件は、特許侵害を申立てた原

告の装置の『コントロールポイント』あるいは『マスターステーション』は、アメリカ合衆

国にはない。…衛星の『コントロールポイント』それ自体はイギリスである。…アメリカ合

衆国の国境を越えて生じたアメリカ合衆国政府による何らかの使用という事実は、アメリカ

合衆国特許法を適用不可能とし、第 47<;条に基づく責任はない」として、特許法の適用を否

定している。

　この 5つの判決からは、システムを管理している場所はどこであるか、ということを特許

法の適用の基準にしていると解釈することができるであろう。すなわち、システムを管理し

ている場所がアメリカ合衆国内にあればアメリカ合衆国法の特許法が適用されるが、システ

ムを管理している場所が外国にあれば、アメリカ合衆国の特許法は適用されない、という判

断をしていると解釈される。

　これに対して、アメリカ合衆国の特許法第 5:4 条+E,474は、特許の侵害を誘導する行為が

アメリカ合衆国特許の侵害であると規定しているが、侵害を誘導する行為の場所については

###############################################
474#特許法第5:4条+E,「特許侵害を誘導する行為を積極的に行った者は、特許侵害者としての責任を負

う」
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触れていない。判例では、外国における行為でも、アメリカ合衆国へ向けた商品の販売を行

った場合には、積極的誘導侵害に当たるとして、外国における製造行為の差止めを認めてい

る。

＜+RQH\ZHOO#,QF1#Y1#0HW]#$SSDUDWHZHUNH事件の第 :巡回区控訴裁判所の判決（4<:8年 4月 :日）

＞142

【事案】#原告 +RQH\ZHOO 社（デラウェア法人）は写真用フラッシュ装置に関するアメリカ合衆国の特

許を有している。被告0HW]社（ドイツ法人）の製品は、独占的配給契約を結んだ被告 (KUHQUHLFK

3KRWR02SWLFDO社および子会社を通じてアメリカ合衆国の市場に出回った。被告 %DVV#&DPHUD

社は、被告 (KUHQUHLFK# 3KRWR02SWLFDO社および子会社から製品を購入し販売していた。原告

+RQH\ZHOO 社（デラウェア法人）は、自らの本拠のあるイリノイ州で、被告 7 社を相手取り、

原告の特許権侵害を主張し訴訟を提起した。

【判旨】#原審の判決を破棄差戻した。

# #「被告 0HW] 社はアメリカ合衆国国内での直接侵害の責任を問われているわけでもない。

被告 0HW] 社の製造・販売行為はアメリカ合衆国ではなく、ヨーロッパでなされた。アメリ

カ合衆国特許法は域外的な効果（H[WUDWHUULWRULDO#HIIHFW）を有しない。しかし、国内での直接侵

害をもたらす場合には、アメリカ合衆国国外での事象（HYHQWV）にも積極的誘導侵害（DFWLYH

LQGXFHPHQW）が見出されうる」とした。

＜6SLQGHOIDEULN#6XHVVHQ06FKXUU#Y1#6FKXEHUW#)#6DO]HU#0DVFKLQHQIDEULN#$NWLHQJHVHOOVFKDIW事件

の連邦巡回控訴裁判所（&$)&）の判決（4<<3年 8月 4:日）＞476

【事案】#原告 6SLQGHOIDEULN社（ドイツ法人）は織物を作るためのオープンエンド式自動回転糸紡ぎ装

置および方法に関するアメリカ合衆国特許を有していた。原告は被告 6FKXEHUW#)#6DO]HU社（ド

イツ法人）の 6SLQFRPDWという製品がドイツで製造し、アメリカ合衆国の子会社を通じて製品

を販売する行為が原告特許を侵害していると主張し、4<;8 年に南カロライナ地方裁判所に訴

訟を提起し、勝訴した。しかし、その判決の 9週間後、被告の再設計バージョンの装置もまた

原告の特許を侵害しているとの疑いがあり、原告は被告の製品製造、販売、広告などを禁じる

差止めを求め、第 4審、第 5審ともに原告の主張が認められた。

# # 4<;<年に、上記裁判で命じられた差止命令を被告が遵守していないことを理由に、原告は

被告の特許侵害行為の差止めを求め、原告の主張が認められた。本件はこの控訴審である。

【判旨】#原告の主張を認め、控訴を棄却した。

# #「4<;<年の原審の差止命令は、『アメリカ合衆国国内あるいはアメリカ合衆国国内での使

用目的製品』、もしくは『アメリカ合衆国への輸送が予定されている製品』のみに適用され

###############################################
475#83<#)15G#446:+:WK#&LU1#4<:8,# #なお、裁判管轄に関する判旨については、２．+5,#D1を参照。
476#<36#)15G#489;#+)HG1#&LU1#4<<3,
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る。…ドイツにおける製品の製造そのものを禁じているわけではない。…注意書（QRWLFH）の

要求は、製品に『アメリカ合衆国国内での販売または使用、あるいはアメリカ合衆国への輸

送を認めない』旨の注意書（QRWLFH）をつけるというものであるが、…このような命令は理に

適っており、…特許法の域外適用が認められていないということに反するものでもない。こ

れは十分に地方裁判所の権限内のものである」とした。

　いずれの判決も、製品がアメリカ合衆国国内で販売された場合には、外国における、アメ

リカ合衆国向けの製造･販売も侵害となるとしている。6SLQGHOIDEULN事件では、その侵害行

為の差止めも認めている。この判決はドイツあるいはフランスの裁判所の承認を受けなけれ

ばそれらの国では効力を有さないが、アメリカ合衆国では裁判所侮辱罪に裏打ちされた差止

命令となっている。

　特許法第 5:4条+F,477は、寄与侵害（FRQWULEXWRU\#LQIULQJHPHQW）に関して、「アメリカ合衆

国における販売の申出あるいはアメリカ合衆国への輸入」する者にかかわるものとして規定

しているので、外国における行為が寄与侵害になるかについては疑問があるようである478。

　この点につき、4<:5年の 'HHSVRXWK事件判決479で、最高裁判所は、アメリカ合衆国で機

械の部品を製造し、その部品を外国の買主に販売するため海外に向けて輸出していた事案に

ついて、「アメリカ合衆国内での特許発明の無権限生産について規定しているアメリカ合衆

国特許法第 5:4 条+D,によって、特許権者は、外国で利用するために部品を組み立てる買主

に売却するため、装置の部品を生産することを妨げられない。第 5:4 条+D,で引用されてい

る『生産』という言葉は、組み合わせ装置の部品の生産まで含まず、また組み立てられてい

ない発明の部品の輸出は含まれず、特許侵害とはならない」とした。そこで、外国において

特許侵害品を製造する目的でその部品をアメリカ合衆国内で生産する行為を特許の侵害と

する改正がなされた（第 5:4条+I,47:）。この第 5:4条+I,の適用範囲については、(QSDW事件

###############################################
477#特許法第5:4条+F,「特許されている機械、製品、組み合わせ物、組立物の構成要素、または方法の

特許において使用される材料または装置であって発明の重要な部分を、それが実質的には特許を侵害

しない使用に適した重要商業商品ではなく、特許を侵害するかたちで特別に、製造、または改造され

たものであることを知りつつ、アメリカ合衆国において販売の申出や販売を行い、またはアメリカ合

衆国に輸入した者は、寄与侵害の責任を負う」
478#&KLVXP/#'1#61/#3DWHQWV/#9RO19/#0DWWHZ#)#%HQGHU/#4<<7#§49138>4@>H@
479#739#8161#84;#+4<:5,
47:#特許法第5:4条+I,+4,「特許発明の構成要素の全てもしくは大部分であって、全部または一部が解体

されているものを、アメリカ合衆国において（仮に組み合わせがアメリカ合衆国内で行われていたな

らば特許を侵害するであろう方法によって）、組み合わせることを積極的に誘導する態様でアメリカ

合衆国において、またはアメリカ合衆国から、権限なく供給し、もしくは供給させた者は、特許侵害
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においてヴァージニア東部地区連邦地方裁判所は、アメリカ合衆国における実施を目的とし

た場合に限られ、外国における実施を目的としている場合は侵害にならないとしている。

＜(QSDW/#,QF1#Y1#0LFURVRIW#&RUSRUDWLRQ事件のヴァージニア東部アレキサンドリア地区地方裁判所

の判決（4<<;年 8月 55日）＞47;

【事案】#原告 (QSDW社（アメリカ合衆国法人）はソフトウェアに関する特許（以下# ·839特許とする）を

有していた。原告は、被告0LFURVRIW社（アメリカ合衆国法人）の 9つのソフトウェア商品の製

造、合衆国内外での販売が# ·839特許の直接および間接的侵害を構成すると主張した。これに

対して <;年 7月 6日の一部略式判決で、9つの製品につき、いずれも直接侵害はないと判断

された。7月 4:日には、9つの商品のうち 7つについて、原告 (QSDW社の特許の侵害に該当

しないものとし、被告による製造およびこれらの商品の販売は寄与侵害あるいは侵害の積極的

誘導侵害ともみなすことはできないと判断された。

# #本件は、残る 5つの商品の国外での販売に関する一部略式判決である。

【判旨】#被告の一部略式判決の申立てを認め、請求を棄却した。

# # ｢原告 (QSDW社の81613DWHQW#1R1#8/87;/839（# ·839特許）のような方法の特許は、その方法

自体を実施されることによってのみ直接的に侵害される可能性がある。さらに、特許法第 5:4

条+D,に基づく直接侵害を構成するためには、その方法の利用が『アメリカ合衆国国内』で行

わなければならない。本件では、被告0LFURVRIW社の主張のとおり、外国のソフトウェア購入

者による原告の方法の特許利用は、アメリカ合衆国国外でなされたため、原告特許の直接侵害

とはならない。そうすると、直接侵害がないため、被告の商品の国外販売は、アメリカ合衆国

特許法第 5:4条+E,ないし第 5:4条+F,で定義される寄与侵害もしくは積極的誘導侵害行為にも

該当しない｣とした。

# #「原告は、被告が当該商品を国外で販売することはアメリカ合衆国特許法第 5:4 条+I,+5,に

反すると主張した。その論拠として、アメリカ合衆国の方法の特許を利用して作られた製品を

アメリカ合衆国国内で使用・販売するために輸入する行為は、第 5:4条+J,47<で侵害としてい

ることを挙げる。…第 5:4条+J,は第 5:4条+I,に関する議論を助けるというよりもむしろ、妨

#################################################################################################################################################
者としての責任を負う」

# #第5:4条+I,+5,「実質的に特許を侵害しない使用に適した重要商業商品ではなく、発明のために特別

に製造または改造されたものであると知りつつ、かつ仮にアメリカ合衆国内で行われたならば特許を

侵害する方法で、そのような構成要素がアメリカ合衆国外で組み合わされるであろうとの意図をもっ

て、権限なく、アメリカ合衆国においてまたはアメリカ合衆国から供給し、もしくは供給させた者は、

特許侵害者としての責任を負う」
47;#9#)1#6XSS1#5G#86:#+(1'19D#4<<;,
47<#特許法第5:4条+J,「アメリカ合衆国で特許されている方法の特許を使用した製品を、権限なく、ア

メリカ合衆国において販売の申出、販売、使用を行い、またはアメリカ合衆国国内に輸入した者は、

その製品の輸入、販売の申出、販売、使用が特許権の存続期間内である場合、特許侵害者としての責

任を負う。…」
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げるといえる。議会は外国での方法の特許の使用に対していかに保護すべきかを十分理解した

うえで、この条項の保護対象を方法の特許の使用を通じて製造した製品がアメリカ合衆国へ流

入する可能性があるものに限定している。仮に議会が、アメリカ合衆国の企業が製品を輸出し、

その結果、外国企業が方法の特許を無権限で使用したことになることを禁ずる意図があったの

であれば、現在の曖昧な文言でなく、より明確な文言としただろう。その代わり、本裁判所は、

被告0LFURVRIW社が主張するように、第 5:4条+I,の立法経緯および文言が、外国で組み立てを

行い、商品、装置あるいは発明の組み立てを完成させることを意図して、アメリカ合衆国にお

いて特許の構成要素たる部品を販売する行為を対象としているとの解釈には同意する」とした。

# #そして、「6WDQGDUG#+DYHQV事件のアスファルト製造方法あるいは $HURJURXS事件の靴の

デザインのように、原告の特許は、特許された物理的な商品の組み立てというよりも特別な工

程によって完成されるといういくつかのステップである。方法のなかには、何らかの形で物理

的な物の使用も含まれているということは事実であるが、その使用だけでは第 5:4 条+I,の適

用範囲内の方法の特許に該当するとはいえない。したがって、原告の特許は第 5:4 条+I,の意

図する“構成要素”を有しない｣とした。

　このように、アメリカ合衆国では、外国における行為であっても、特許の侵害となること

を認めているが、インターネットにかかわる特許侵害についてはどのように考えられるであ

ろうか。インターネット上のシステムについては、'HFFD事件と +XJKHV#$LUFUDIW事件の請

求裁判所の判決から、アメリカ合衆国内にシステムを管理する場所があればアメリカ合衆国

の特許法が適用されることになりそうだが、インターネット上のシステムについて管理の場

所というものを考えることができるか、考えることができるとしてその場所はどこか、とい

うことが問題となろう。

　インターネットを利用したコンピュータ･ソフトウェアの販売については、6SLQGHOIDEULN

事件の連邦巡回控訴裁判所（&$)&）の判決によると、アメリカ合衆国内における使用を目

的とした販売であれば、アメリカ合衆国外のサーバの記録媒体に記録する行為を積極的誘導

侵害とすることができるように思われるが、上記の判例は特許侵害品のアメリカ合衆国内で

の販売がある事案であるから、インターネット上の流通について、同じ考えが当てはまるか、

という問題がある。この場合に、アメリカ合衆国内における使用が侵害とならない場合に、

直接侵害をどのように捉えるかという問題もある。

　なお、前述の 3OD\PHQ 事件のニューヨーク南部地区連邦地方裁判所の判決では、アメリ

カ合衆国内に影響を及ぼすインターネットを利用した商標侵害行為が外国のサイトで行わ

れた場合でも、アメリカ合衆国からの利用者を受け付けているような事情があれば、差止め

は認められるとしている。6SLQGHOIDEULN 事件の連邦巡回控訴裁判所（&$)&）と 3OD\PHQ

事件のニューヨーク南部地区連邦地方裁判所の判決からすると、インターネットを利用した
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コンピュータ･ソフトウェアの販売の場合にも、アメリカ合衆国内における流通を意図して

いる場合には、外国のサイトからコンピュータ･ソフトウェアを流通させる行為も積極的誘

導侵害として差止めが認められる可能性があると思われる。

（6）イギリスにおける外国の行為への特許法の適用

　イギリス特許の効力はイギリスの国内にのみ及ぶとされている。したがって、イギリスの

国外からイギリスの国内に輸出したとしても特許の侵害とはならないとされている。しかし

ながら、0ROQO\FNH事件の控訴院民事部判決のように、外国で行われた行為であっても、積

極的にイギリスからの注文を受け付けていたような場合には、イギリス特許の共同侵害ある

いは侵害の教唆とされる場合がある483# 151。

　インターネット上の特許侵害についても、0ROQO\FNH 事件の控訴院民事部判決の判決と

0HFNOHUPHGLD事件の高等法院大法官部の判決からすれば、イギリスへ向けたコンピュータ･

ソフトウェアの販売も、その販売の方法によっては、特許侵害とされる可能性はある。また、

インターネット上のシステムの特許の実施も、システムがイギリスにおける実施に向けられ

ている場合には、特許の侵害とされる可能性はあろう。

###############################################
483#&RUQLVK/#:1#51/#,QWHOOHFWXDO#3URSHUW\/#6ZHHW#)#0D[ZHOO/#4<;</#S14970498

# #%HQ\DPLQL/#$1/#3DWHQW#,QIULQJHPHQW#LQ#WKH#(XURSHDQ#&RPPXQLW\/#9&+/#4<<5/#S1585
484#フランスでも、特許侵害品がフランスに輸入された場合に、外国からの輸出もその輸出の態様によ

っては侵害となることを認めている。

# #%XUVW/#-1#-1/#´5HFHQW#&DVH#/DZ#'HYHORSPHQW#LQ#)UHQFK#3DWHQW#/DZµ/#,QGXVWULDO#3URSHUW\#9RO1#54/

4<;5/#SS14680469

# #%HQ\DPLQL前掲書（注483）、585頁
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　4. ネットワーク上を流通する電子マネーへの適用

　電子マネーのスキームあるいは電子マネーで用いられている暗号などを対象とする特許

は、コンピュータ･ソフトウェアの特許として捉えることができるが、コンピュータ･ソフト

ウェアが国境を越えたオープン･ネットワーク上で利用されると、新たな問題をもたらすこ

とになる。そこでの問題は、①国際裁判管轄、②準拠法、③特許の地理的な効力、の三つの

問題である。①は国際民事訴訟法の問題であり、②は国際私法の問題であり、③は特許法の

問題である。

　本稿では、電子マネーの主要な流通地と予想される日本、アメリカ合衆国、ヨーロッパの

①国際裁判管轄と②準拠法についての基本的な考え方を検討した。①の国際裁判管轄につい

ては、日本の学説では一般的な議論がなされているものの、電子マネーがどのような状況で

流通している場合に裁判管轄が認められるかは明らかではない。日本において電子マネーが

流通している場合には、不法行為地であることを理由に裁判管轄が認められるのではないか

と思われるが、明確とは言えない。日本において電子マネーが流通していない場合に、被告

の支店等の営業所があることを理由に特許侵害訴訟の裁判管轄が認められるか、あるいは、

日本の特許侵害を主張して裁判管轄が認められるか、についても明らかではないが、日本に

おいて流通していない電子マネーについて日本の裁判所の裁判管轄を認めることには慎重

でなければならないであろう。また、電子マネーの流通を基準として裁判管轄の有無を判断

するとした場合、どの程度の流通があればよいか、ということも明らかではない。

　アメリカ合衆国では、通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）があれば、特許侵害について

の裁判管轄が認められるところからすれば、アメリカ合衆国における流通を意図して電子マ

ネーのスキームを構築した場合にはアメリカ合衆国の裁判管轄が認められるということに

なろう。この場合でも、どの程度の通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）があればよいか、

アメリカ合衆国における流通についてどの程度の意図があればよいかについては、明確では

ない。国境のないインターネット上を流通するという電子マネーの特徴によって、インター

ネット上を流通することは、アメリカ合衆国を流通するということを同時に意味する側面を

有するために、難しい問題である。

　ヨーロッパでは、ブラッセル･ルガノ条約にも関わらず、特許侵害訴訟についての国際裁

判管轄は明確ではない。ブラッセル･ルガノ条約については、外国特許の侵害訴訟について

の裁判管轄を認めるか否か、ということが一つの争点となっているが、国内特許の侵害訴訟
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で、どのような場合に外国に所在する者を被告とする事案で裁判管轄を認めるか、というこ

とは別の問題である。イギリスでは、外国特許の侵害訴訟について裁判管轄を認めることは

否定的であるが、外国に所在する者をイギリスの特許侵害訴訟の被告とすることを認めてい

る。もっとも、電子マネーに関して、どのような流通状況をしている電子マネーについて、

どのような関わりを有する者に対して、イギリス特許侵害訴訟についての裁判管轄を認める

かについては難しい問題である。

　②準拠法については、日本では、不法行為地の準拠法を適用するという基本的な考え方が

採られているが、その場合に不法行為地が行動地、結果発生地のいずれかにあるか、結果発

生地はどこか、という問題については明確ではない。電子マネーが流通している地が不法行

為地であると考えることが合理的であるとは思われるものの、電子マネーはインターネット

上を流通しているので、どこの地を流通していると判断するかという難しい問題がここでも

生じる152。

　アメリカ合衆国の裁判所では、外国における行為が絡む場合であっても、特許侵害品がア

メリカ合衆国内を流通している場合には、特許侵害訴訟についてアメリカ合衆国法を適用し

ている153。この考え方によれば、電子マネーがアメリカ合衆国国内を流通している場合には

国際裁判管轄が認められ、アメリカ合衆国の特許法が準拠法とされると考えてよいであろう

154。

　イギリスでも、イギリスにおいて商品が流通している場合には、電子マネーが流通するイ

ギリスの特許法が適用されると考えてよいであろう155。オランダでも、製品が製造販売され

ている地の法が適用しているところから、電子マネーが流通する地の法が適用されると考え

てよいであろう。

###############################################
485#日本の裁判所で裁判管轄が認められた場合には、準拠法の如何によって、結果が異なる可能性が生

じる。アメリカ合衆国法が準拠法とされた場合には、アメリカ合衆国特許法に関する判例からすれば、

電子マネーのシステムがアメリカ合衆国を含む国際的なシステムとして運用されていれば、たとえ、

そのシステムの一部がアメリカ合衆国の国外に存在するとしても特許の直接侵害が認められる可能性

があり、そのシステムがアメリカ合衆国の国外に存在するとしても特許の誘導侵害が認められる可能

性がありそうである。このような場合に、アメリカ合衆国の特許法をその国外である日本における行

為に適用するかという問題が生じる。
486#これは、通商の流れ（WKH#VWUHDP#RI#FRPPHUFH）を準拠法を決定する基準としていると評価するこ

ともできるであろう。
487#この場合にも、どの程度の流通があればアメリカ合衆国特許法を適用するかは難しい問題である。
488#外国特許の侵害訴訟を認める場合には、準拠法選択の基準が問題になるが、これまで、外国特許侵

害訴訟の裁判管轄について否定的であったため、特許侵害訴訟の準拠法についての判例は未成熟であ

る。
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　上述の議論は、従来の考え方を電子マネーにあてはめたものである。しかしながら、イン

ターネットを流通する電子マネーについて、これまでの考え方を及ぼすことができるかにつ

いては、議論の余地がある。石黒教授156、道垣内教授157は、インターネットについて特別な

考え方をとる必要がないとするが、*LQVEXUJ158、*HOOHU159は、インターネットについては特

別な考え方を用いるべきであるとしている。情報がこれまでとは比べられないくらい自由に

流通するというところがインターネットの真髄であり、これを生かしていくためには、イン

ターネットの特性を十分考慮することが必要となるであろう。また、インターネット上では、

情報の流通をコントロールすることは難しいので、この面からもインターネットについての

特別な考慮が必要となるであろう493。したがって、インターネット上で利用される電子マネ

ーについては、電子マネーの流れをどのように捉えるか、ということが準拠法を決定するう

えで重要なポイントとなるであろう。

　③インターネット上で流通する電子マネーと特許の効力を考える場合には、+D,暗号の特許

と、+E,電子マネーのスキームの特許を分けて考える必要がある。+D,暗号の特許について、

インターネット上の暗号の特許の侵害として、インターネット上における暗号の使用と暗号

のソフトウェアのインターネット上の移転の二つが考えられる。+E,電子マネーのスキームに

ついて、インターネット上の電子マネーのスキームの特許の侵害として、インターネット上

の電子マネーのスキームの構築及び使用ということが考えられる。

　このなかで、暗号を実現するコンピュータ･ソフトウェアのインターネット上の移転は、

国境を越えたコンピュータ･ソフトウェアの移転がインターネット上で容易に行われるとい

うコンピュータ･ソフトウェアの特質に基づく問題であり、暗号の特許に特有の問題ではな

い。インターネット上のコンピュータ･ソフトウェアの流通に特許法が十分な対応をしてい

ないことから生じる問題である。この点については、「…を送信する方法」という送信方法

のクレームを認めるべきであるとの考え方、あるいは、記録媒体に搬送波を含めることによ

###############################################
489#石黒一憲、『国際知的財産権─サイバースペース# YV1リアルワールド』、177出版株式会社、4<<;

年、59頁
48:#道垣内正人、「サイバースペースと国際私法」、ジュリスト444:号、4<<:年、98頁
48;#*LQVEXUJ/#-1#&1/#´*OREDO#8VH/#7HUULWRULDO#5LJKWV/#3ULYDWH#,QWHUQDWLRQDO#/DZ/#4XHVWLRQV#RI#WKH

*OREDO#,QIRUPDWLRQ#,QIUDVWUXFWXUHµ/#RUJDQL]HG#E\#:,32/#KHOG#LQ#0H[LFR#&LW\/#0D\#55057/#4<<8/

S16;6/#734
48<#*HOOHU/#31#(1/#´&RQIOLFWV#RI#/DZV#LQ#&\EHUVSDFH#=#5HWKLQNLQJ#,QWHUQDWLRQDO#&RS\ULJKWµ/#77

-RXUQDO#RI#&RS\ULJKW#6RFLHW\#RI#WKH#8161$/#4<<:/#S18:6
493#石黒教授の考え方は、事案に応じた裁判管轄の決定、準拠法の決定を求めるものであり、電子マネ

ーがインターネット上を流通している場合について、その事情を考慮すべきでないとまで主張してい
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ってインターネット上の情報を物として捉えるとの考え方などが示されているが、いずれも

議論にも問題があるとされている。

　インターネット上の電子マネーのスキームの構築あるいはそのスキームや暗号などの使

用をどう捉えるかという問題は、電子マネーのスキームを対象とする特許や暗号などがイン

ターネット上で利用される技術であるという特徴に基づくものである。

　特許法は、これまで物理的な存在のある物あるいは方法に用いられる物などを念頭におい

て、物の存在する国を基準として特許の効力を考えてきたといえるであろう161。インターネ

ットが国境を問題としないため、特許の効力を原則的にその国内に限るという考え方が再検

討を迫られることになってきている。

　日本では、特許の効力は特許を付与した国の中に限られると漠然と考えられてきた。そし

て、通説は日本の特許法の効力を日本の国内で行われた行為に限定しているので、特許の対

象とされている電子マネーのスキームの一部が外国において実現されている場合には、特許

の侵害にならないことになる。この場合には、電子マネーのスキームの一部が外国において

実現されている場合に、国内に存在する電子マネーのスキームを実現するためのシステムが

その電子マネーのスキームを実現するためにのみ使用されるものである場合には間接侵害

となるかが問題となる。特許の対象とされている暗号を実現するソフトウェアを特許の存在

しない国で生産する行為は、たとえ、特許の存在する日本に輸出するために生産する行為で

あっても、特許の侵害とはならない。そして、特許の対象とされている暗号を実現するソフ

トウェアを格納した媒体を輸出する行為は、日本に輸入される時には特許の侵害となると考

えらるが、外国に所在する輸出者を特許の侵害者とすることができるか、という問題がある。

特許の対象とされている暗号を実現するソフトウェアをオンラインで日本国内へ送る行為

は、ソフトウェアの送信が特許の侵害とされていないので特許の侵害とはならないことにな

る。

　アメリカ合衆国の特許法が適用された場合には、侵害を主張された者の電子マネーのシス

テムがアメリカ合衆国を含む国際的なシステムとして運用されていれば、たとえ、そのシス

テムの一部がアメリカ合衆国の国外に存在するとしても、'HFFD事件の判決からすれば、特

許の直接侵害が認められる可能性がある。また、電子マネーのシステムがアメリカ合衆国の

国外に存在するとしても、流通がアメリカ合衆国に向けられていれば、特許の誘導侵害が認

#################################################################################################################################################
ると理解すべきではないであろう。
494#アメリカ合衆国の判例では、アメリカ合衆国内に製品が流通している場合には、アメリカ合衆国の

特許の効力を及ぼしているが、この考え方も基本的にはアメリカ合衆国の領域内における製品の流通
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められる可能性もある。特許の対象とされている暗号を実現するソフトウェアを格納した媒

体をアメリカ合衆国へ輸出する行為は積極的誘導侵害とされるであろうし、オンラインでア

メリカ合衆国内で移転する行為も積極的誘導侵害とされるであろう162。そして、アメリカ合

衆国で訴訟がなされ、アメリカ合衆国の特許法に基づいて特許侵害の判断がなされた場合に

は、その差止命令で、世界中における行為の差止めを認める判決が出されることがある163。

この判決の不実施は裁判所侮辱として制裁を受けるため、アメリカ合衆国でこのような判決

を受ければ、事実上164、世界中での差止めという意味を持つことがある。また、アメリカ合

衆国国内における差止めを認める判決であったとしても、ネットワーク上で使用される電子

マネーについては、アメリカ合衆国でその電子マネーの流通を阻止することができないから、

この場合も、事実上、世界中におけるその電子マネーの使用の差止めの効果を有するおそれ

がある。

　イギリスでも、イギリスで流通する電子マネーに関連する技術については、イギリスの裁

判所の管轄を認め、イギリスの特許法を適用して、侵害を認めるではないかと思われる。イ

ンターネット上を流通する場合には、イギリスを流通するとして裁判管轄を認めるのではな

いかとも思われるが明確ではない。

　アメリカ裁判所の判決は裁判所侮辱に対する強い制裁などによって担保されているので、

アメリカ合衆国を流通する電子マネーの場合には、たとえ、その電子マネーがアメリカ合衆

国以外の国を流通するとしても、その電子マネーはアメリカ合衆国の特許権の行使を受ける

可能性が否定できないであろう。そうすると、ネットワーク上を流通する電子マネーの場合

には、アメリカ合衆国における流通を阻止することはできないので、アメリカ合衆国におい

て第三者が特許を有する場合には特許権の譲度を受けるか実施許諾を受けない限り、実際上

は、電子マネーを実用化することにリスクが付きまとうことになるであろう。したがって、

電子マネーについては、アメリカ合衆国における特許に最大の注意が払われることなるであ

ろう。また、ユーロの誕生もあって、ヨーロッパにおける電子マネーの流通もこれまで以上

に重要視されるであろうから、ヨーロッパに対しても大きな注意が払われるようになるであ

#################################################################################################################################################
という地理的要素を考慮しているものと思われる。
495#積極的誘導侵害が肯定されるためには直接侵害が必要であるため、受け取った者に特許侵害（直接

侵害）が成立しない場合は問題がより複雑になる。
496#6WDF#(OHFWURQLFV#Y1#0LFURVRIW#&RUSRUDWLRQ事件（1R1#&Y1#<603746#(5#+%[,#=#3HUPDQHQW#,QMXQFWLRQ/

)LOHG#RQ#-XQH#;#+4<<7,）では、世界中における差止めを命じている。
497#アメリカ合衆国の裁判所の判決に対する不服従による裁判所侮辱の制裁はアメリカ合衆国国内に

限られるけれども、アメリカ合衆国と無関係でいることは難しいので、事実上、その裁判所の判決に



93

ろう165。

以# #上

#################################################################################################################################################
従わなくてはならなくなる。
498#日本の通説的な立場によれば、国際的に流通する電子マネーに、日本の特許法が適用される場合は

限られたものとなるので、国際的に流通する電子マネーについては、日本で訴えが起こされる可能性

は小さいものとなろう。
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